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表紙

証券コード　7211

第53回定時株主総会

招集ご通知
日 時：2022年６月23日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
場 所：東京都港区白金台一丁目１番50号

シェラトン都ホテル東京  地下２階  醍醐
会場が前回と異なっておりますのでお間違えのないようご注意ください。

　

株主の皆様へのお願い
　新型コロナウイルスの感染状況をご考慮い
ただき、議決権行使につきましては、同封の
議決権行使書のご返送又はインターネットに
よる事前行使をお願い申し上げます。
　なお、株主総会の模様は、株主の皆様へラ
イブ配信させていただきます。
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トップメッセージ

ト ッ プ メ ッ セ ー ジ

代表執行役社長

加藤　隆雄

本株主総会当日における当社対応について
　本株主総会当日における新型コロナウイルスへの当社対応方針につきましては、感染拡大の状況や政府
等の発表内容等を踏まえ、本株主総会に関する情報及び当社方針を随時更新いたしますので、必ず当社ウ
ェブサイト (https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html)を
ご確認くださいますようお願い申し上げます。

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

この度は、新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた方々に謹んでお悔やみを申し上げ
ますとともに、罹患されている方々及びご関係者の皆様、また、感染症の拡大により影響を受けられ
ている皆様には、心よりお見舞い申し上げます。

当事業年度期初に、当社は、中長期的な持続的成長に向けて、「三菱自動車らしさ」の再定義を行い
ました。三菱自動車が目指す姿、つまり「三菱自動車らしさ」とは、環境面で社会に貢献するととも
に、安全・安心・快適をお客様に提供することであると考えています。具体的には三菱自動車が強み
を持つ電動化技術と、オフロードの高い走破性を持ったSUV技術、そして機能的で愉しい空間での快
適性能をお客様に体感していただけるようなクルマづくりをしていきたいと考えています。今後も、
再定義した三菱自動車らしさを具現化するためのさまざまな取り組みを進め、持続的な成長と中長期
的な企業価値の向上を実現していきます。

当社は、株主の皆様への利益還元を重要政策の一つと位置づけ、安定した配当の維持を基本に、業績
や財務状況等を勘案して配当を行うことを基本方針としております。しかしながら、当事業年度にお
きましては、配当原資を恒常的に確保する見通しがいまだ不透明であり、誠に遺憾ながら配当は無配
とさせていただきました。

株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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招集ご通知

証券コード 7211
2022年６月７日

株  主  各  位 東京都港区芝浦三丁目１番21号
三菱自動車工業株式会社
代 表 執 行 役 社 長 加藤　隆雄

1 日 時 2022年６月23日（木曜日）午前10時（受付開始 午前9時）

2 場 所

東京都港区白金台一丁目１番50号
シェラトン都ホテル東京　地下２階　醍醐
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照いただき、お
間違えのないようご注意ください。）

3 目的事項

報告事項
1. 2021年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 2021年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役13名選任の件

第 5 3 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　なお、新型コロナウイルスの感染状況をご考慮いただき、郵送又はインターネットにより議決
権をご行使（期限：2022年６月22日（水曜日）午後５時45分到着分まで）くださいますよう
お願い申し上げます。

　また、本株主総会の開会から閉会までの様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、ライブ
配信を行うとともに、インターネットを通じて株主様から事前質問を受け付けたうえで、株主の
皆様のご関心の高い事項について本株主総会で回答する予定ですので、是非これらの方法をご活
用ください。詳細は、後記のご案内をご確認ください。

敬　具
記

以　上

◎ 当日のライブ配信につきましては、本招集ご通知７ページから８ページのご案内をご確認ください。
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招集ご通知

当当社ウェブサイト ＞
社ウェブサイト

https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html

＜インターネット開示に関する事項＞
◎ 株主総会参考書類の記載事項、事業報告、連結計算書類及び計算書類に、修正をすべき事情
　 が生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブサイトに掲載いたします。
◎ 以下の書類につきましては、法令及び当社定款第13条に基づき、当社ウェブサイトに掲載し
　 ておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。なお、監査委員会及び会計監査人
　 が監査報告を作成するに際して監査をした対象には、本招集ご通知の添付書類のほか、当社
　 ウェブサイトに掲載した以下の書類も含まれております。

① 事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人の状況」及び「業務の適
　 正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」
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次のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

・・

・

次ページの案内に従って議案に対する賛否をご
入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、行使期限までに到着するようご
投函ください。なお、切手の貼付は不要です。
議案につき賛否のご表示がない場合は、賛成の
意思の表示があったものとして取り扱います。

行使期限 行使期限
午後５時45分到着分まで 午後５時45分受付分まで

議決権行使のご案内

議決権行使書用紙のご記入方法

※議決権行使書用紙はイメージです。

こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

第１号議案

第２号議案
・全員賛成の場合

・賛成の場合

・全員反対の場合

・反対の場合

・一部候補者に反対の場合

賛に○印

賛に○印

否に○印

否に○印

賛に○印をし、反対する候補
者番号を下の空欄に記入

郵送で議決権を行使される場合 インターネットで議決権を
行使される場合

2022年６月22日(水曜日) 2022年６月22日(水曜日)

日時 場所午前10時

株主総会にご出席される場合

2022年６月23日(木曜日) 東京都港区白金台一丁目１番50号
シェラトン都ホテル東京 地下２階 醍醐

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人
として権利行使を委任のうえ、代理権を証明する書面をご提出ください。
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議決権行使についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

1

2

QRコードを読み取る方法

ログインID、仮パスワードを入力することなく、議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

QRコードを用いた議決権行使は
1回に限り可能です。

スマートフォン、タブレット等で議決権行使
書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。

再行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワード
を入力する方法」をご確認ください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

1

2

3

4

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてくだ
さい。

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」をご入力ください。

新しいパスワードをご登録ください。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。

議決権行使ウェブサイト

https://evote.tr.mufg.jp/

※操作画面はイメージです。

「ログインID・
  仮パスワード」
  を入力

「ログイン」を
  クリック

「新しい
  パスワード」
  を入力

「送信」を
  クリック

インターネットによる議決権行使でパソコンや
スマートフォン、タブレットの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。 0120-173-027 通話料無料

受付時間 午前9時～午後9時

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク

　
◎ 機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
◎ 議決権行使ウェブサイトは、午前２時から午前５時まではご利用いただけません。
◎ 同一の議案につき、重複して議決権を行使した場合の取扱い

(1)書面とインターネットにより重複して議決権を行使した場合は、インターネットによる議決権行使を有効とします。
(2)上記(1)の場合を除き、重複して議決権行使をした場合は、最後に行われた議決権行使を有効とします。
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ライブ配信及び事前のご質問受付のご案内

ライブ配信及び事前のご質問受付についてのご案内

株主様専用サイト「Engagement Portal」のログイン方法

https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

パソコン又はスマートフォン等で以下のURLを直接ご入力いただくか、QRコードを読み込む方法に
より、株主様専用サイト「Engagement Portal」（以下、本サイト）へアクセスのうえ、ご利用く
ださい。なお、本サイトの公開期間は、本招集ご通知到着時～2022年６月23日 です。

　
1 株主様認証画面（ログイン画面）で「ログインID」と「パスワード」をご入力ください。

「ログインID」：3220 ＋ 株主番号の12桁

3220 4桁

ログインID（左から12桁の数字） 入力不要

4桁

「パスワード」：2022年3月31日時点の株主名簿ご登録住所の郵便番号（7桁）＋ 2022の11桁
（例）郵便番号123-4567の場合→「パスワード」：12345672022
◎議決権行使書用紙に記載のある仮パスワードではございません。

2 利用規約にご同意のうえ、「ログイン」ボタンをクリックしてください。

ログインID
3220ｰXXXXｰXXXX

※画面はイメージです。編集等により、実際の画面とは異なる場合がございます。

1

2

　

推奨環境 本サイトの推奨環境は、以下URLに記載しております。事前にご確認ください。なお、Internet Explorerはご利
用いただけませんのでご注意ください。https://www.tr.mufg.jp/daikou/pdf/faq.pdf

本株主総会の様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、株主様専用サイト「Engagement 
Portal」よりライブ配信を実施するとともに、株主の皆様からのご質問を、本株主総会前にもお受け
いたします。
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ライブ配信及び事前のご質問受付のご案内

ライブ配信のご視聴方法

1
　

配 信 日 時 2022年６月23日（木曜日）午前10時から本株主総会終了時刻まで
※当日の視聴用ウェブサイトは、開始時刻30分前の午前９時30分よりアクセス可能です。

2
　

ご視聴方法 本株主総会当日に本サイトへログイン後、「当日ライブ視聴」ボタンをクリックし、当日ライ
ブ視聴等に関するご利用規約にご同意のうえ、「視聴する」ボタンをクリックしてください。
※当日の会場撮影は株主様のプライバシー等に配慮し、会場後方からの撮影としますが、やむを得ずご出席
の株主様が映り込んでしまう場合がございますので、予めご了承ください。

事前質問のご登録方法

1
　

受 付 期 間 2022年6月20日（月曜日）午後5時受付分まで

2
　

ご登録方法 ① 本サイトへログイン後、「事前質問」ボタンをクリックしてください。
② ご質問カテゴリを選択し、ご質問内容等を入力した後、利用規約にご同意のうえ、「確認画

面へ」ボタンをクリックしてください。
③ ご質問内容等を確認後、「送信」ボタンをクリックしてください。

ご留意事項

本サイトに関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部  0120-676-808（通話料無料）

ライブ配信終了後も、本株主総会から約1か月間は、本株主総会の模様を録画映像にてご覧いただけます。当社視聴用
ウェブサイトにアクセスしてご視聴ください。
※録画映像は株主様からの当日の質疑応答の直前までとなります。

　
視聴用ウェブサイト（録画配信） https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html

事前にいただきましたご質問のうち、株主の皆様の関心の高い事項につきましては、当日のご質問とは別に本株主
総会にて取り上げさせていただく予定です。
※個別のご回答はいたしかねますので、予めご了承ください。

● ライブ配信で本株主総会をご覧いただく場合、会社法上の株主総会への出席とはならず、当日の議決権行使及びご質問・
ご意見（又は動議）を承ることができません。事前に郵送又はインターネットにより議決権行使をお願いいたします。

● 何らかの事情により、当日インターネットによるライブ配信を行うことができなくなった場合は、当社ウェブサイト 
（https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html ）にてご案内させていただきます。

● ご使用のパソコン環境やインターネットの接続環境により、映像や音声に不具合が生じる場合がございますので、予めご
了承ください。

● ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
● ご視聴は、株主様ご本人のみに限定させていただきます。
● ライブ配信の撮影・録画・録音・保存及びSNS等での公開等は固くお断りいたします。

土日祝日等を除く平日9：00～17：00（株主総会当日は9：00～株主総会終了まで）

8



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

定款一部変更議案

第１号議案 定款一部変更の件

現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）

（削除）

第１３条　本会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類
及び連結計算書類に記載又は表示をすべき事
項にかかる情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したもの
とみなすことができる。

【第53回定時株主総会】
　■  株 主 総 会 参 考 書 類

１. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定
する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に
備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。
(1) 変更案第13条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置

をとる旨を定めるものであります。
(2) 変更案第13条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を限定するための規定を設けるものであります。
(3) 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第13条）は不

要となるため、これを削除するものであります。
(4) 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

9
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（新設） （電子提供措置等）
第１３条　

(1)　本会社は、株主総会の招集に際し、株
主総会参考書類等の内容である情報につ
いて、電子提供措置をとるものとする。

(2)　本会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部又は一
部について、議決権の基準日までに書面
交付請求した株主に対して交付する書面
に記載しないことができる。

附則
（監査役の責任免除に関する経過措置）

（省略）

附則
（監査役の責任免除に関する経過措置）

（現行どおり）

（新設） （電子提供措置等に関する経過措置）
(1)　定款第13条の変更は、会社法の一部

を改正する法律（令和元年法律第70号）
附則第１条ただし書きに規定する改正規
定の施行の日である2022年９月１日
（以下「施行日」という）から効力を生
ずるものとする。

(2)　前項の規定にかかわらず、施行日から
６か月以内の日を株主総会の日とする株
主総会については、定款第13条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみ
なし提供）はなお効力を有する。

(3)　本附則は、施行日から６か月を経過し
た日又は前項の株主総会の日から３か月
を経過した日のいずれか遅い日後にこれ
を削除する。

10
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取締役13名選任の件

第２号議案 取締役13名選任の件

規模・構成

取締役会の監督機能強化のため、取締役の過半数を社外取締役とします。さらに、
独立・客観的な立場で責務を果たすため、取締役の３分の１以上を独立社外取締役
とし、その通算任期にも配慮します。また、指名、報酬及び監査の各委員会は、委
員の過半数を社外取締役とし、委員長は原則として社外取締役とします。
取締役会は、闊達で建設的な議論・意見交換が可能となるような人数で構成される
ようにします。

選任方針
社外取締役

例えば法律や会計・財務等の専門家、一定規模以上のグローバル企業の経営経験
者、世界情勢や社会・経済動向等に関する識者等、社内取締役だけでは得られない
多様な知識・経験・専門性をベースとして、当社グループについての理解やあるべ
き方向性の議論に必要な時間と労力を割き、臆することなく経営陣に対して意見表
明できることを重視して指名します。加えて、多角的な視点が事業推進や適切な監
督や監査に資するとの認識に立ち、ジェンダー・年齢・国際性といったバックグラ
ウンドの多様性も考慮していきます。

社内取締役 執行のトップである社長と、当社での執行経験に基づき適切に監査委員としての任
に当たることができる者を指名します。

　現在の取締役13名は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、これに伴い取
締役13名の選任をお願いいたしたく、その候補者は次ページのとおりであります。
　なお、取締役候補者指名方針と取締役会の構成と規模は、社外取締役が過半数を占める指名委
員会にて以下のとおり決定しております。

◎取締役候補者指名方針
　取締役会において、経営方針や具体的執行事案について客観的、多面的に審議し、執行役によ
る業務執行状況を適切に監督するためには、多様な知識・経験・専門性・バックグラウンドを有
する適正規模の社内外の者が様々な観点から闊達な議論を行うことが重要であると考えていま
す。その実現を図るように取締役を指名します。

◎取締役会の構成と規模
　上記の指名方針に従い、以下のとおり取締役会全体としての独立性及び多様性を確保します。

11
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取締役13名選任の件

候補者
番号 氏名 現在の当社における

地位及び担当

取締役会
出席回数

（2021年度）

在任期間
（本総会終結時）

1 ひら

平
 

　
く

工
 

　
とも

奉
 

　
ふみ

文 再 任 社 外 独 立
　

取締役会長（社外取締役）
指名委員

12/12回 １年

2 か

加
 

　
とう

藤
 

　
たか

隆
 

　
お

雄 再 任
　

取締役（社内取締役）
代表執行役社長
　兼 最高経営責任者
報酬委員

15/15回 ３年

３ いな

稲
 

　
だ

田
 

　
ひと

仁
 

　
し

士 新 任
　

顧問 ― ―

4 みや

宮
 

　
なが

永
 

　
しゅん

俊
 

　
いち

一 再 任 社 外
　

取締役（社外取締役）
報酬委員（委員長）

15/15回 ８年

５
こう

幸
 

　
だ

田
 

　
ま

真
 

　
いん

音
（戸籍上の氏名　

さわ
澤

 
　

と
登

く
久

こ
子）

再 任 社 外 独 立
　

取締役（社外取締役）
指名委員（委員長）
報酬委員

15/15回 ４年

６ たけ

竹
 

　
おか

岡
 

　
や

八
え

重
こ

子 再 任 社 外 独 立
　

取締役（社外取締役）
監査委員（委員長）

15/15回 ３年

７ さ

佐
さ

々
え

江
 

　
けん

賢
いち

一
ろう

郎 再 任 社 外 独 立
　

取締役（社外取締役）
指名委員
報酬委員

15/15回 ３年

８ さか

坂
 

　
もと

本
 

　
ひで

秀
 

　
ゆき

行 再 任 社 外
　

取締役（社外取締役）
指名委員

15/15回 ３年

９ なか

中
 

　
むら

村
 

　
よし

嘉
 

　
ひこ

彦 再 任 社 外 独 立
　

取締役（社外取締役）
監査委員

15/15回 ２年

10 た

田
 

　
がわ

川
 

　
じょう

丈
 

　
じ

二 再 任 社 外
　

取締役（社外取締役）
報酬委員

15/15回 ２年

11 いく

幾
 

　
しま

島
 

　
たか

剛
 

　
ひこ

彦 再 任 社 外
　

取締役（社外取締役）
監査委員

15/15回 ２年

12 かき

垣
 

　
うち

内
 

　
たけ

威
 

　
ひこ

彦 新 任 社外
　

― ― ―

13 み

三
 

　
け

毛
 

　
かね

兼
 

　
つぐ

承 新 任 社外
　

― ― ―

12
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取締役13名選任の件

氏名 区分 上場会社における
経営経験者

自動車分野の
専門性を有する者

法律・会計・財務の
専門性を有する者

世界情勢や社会・経済
動向等に関する識者

１ 平工 奉文 社外・独立 ●

２ 加藤 隆雄 ●

３ 稲田 仁士 ●

４ 宮永 俊一 社外 ●

５ 幸田 真音 社外・独立 ●

６ 竹岡 八重子 社外・独立 ●

７ 佐々江 賢一郎 社外・独立 ●

８ 坂本 秀行 社外 ●

９ 中村 嘉彦 社外・独立 ●

10 田川 丈二 社外 ●

11 幾島 剛彦 社外 ●

12 垣内 威彦 社外 ●

13 三毛 兼承 社外 ●

◎取締役会全体の知識・経験・専門性
　当社は、大きな変革を迎える自動車業界においてグローバルに経営を行う上場会社の取締役会
にとって重要と考える取締役の知識・経験・専門性を、「上場会社における経営経験」、「自動
車分野の専門性」、「法律・会計・財務の専門性」、「世界情勢や社会・経済動向等に関する知
識」と定義しました。
　本総会の議案が原案どおり承認可決された場合、当社取締役会における各取締役の知識・経
験・専門性は以下のとおりとなります。

注)上記表は、各取締役の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

13
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

１
再 任

社外取締役

独立役員

ひら

平
く

工
 

　
とも

奉
ふみ

文
（1956年３月23日生）
取締役在任年数：１年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 12回/12回開催
指名委員会 ９回/9回開催

　

1978年 ４月 通商産業省（現 経済産業省）入省
1993年 ４月 産業政策局産業労働企画官
1994年 ５月 外務省在バンクーバー日本国総領事館領事
1997年 ６月 通商産業省通商政策局通商関税課長
1998年 ７月 近畿通商産業局総務企画部長（現 近畿経済産業局）
2000年 ６月 資源エネルギー庁石炭・新エネルギー部計画課長
2001年 １月 資源エネルギー庁省エネルギー新エネルギー部政策

課長
2002年 ７月 内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官
2005年 ９月 経済産業省製造産業局次長
2006年 ７月 資源エネルギー庁次長
2008年 ７月 近畿経済産業局長
2009年 ７月 製造産業局長
2010年10月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 特別顧問
2021年 ６月 当社取締役会長（現在に至る）

（担当） 指名委員

22,851株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、経済産業省において近畿経済
産業局長や製造産業局長などの要職を歴任し、また資源エネルギー庁でエネルギー政策に携わるなど、産業界
全般にわたり、幅広いご経験・知見や交流を有しており、それらを活かし、取締役会議長として積極的な当社
経営の監督や助言・提言が期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会長として取締役会の議長を務めていただくとともに、指名委員とし
て当社の役員候補者の選定等の決定についても客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

２

再 任

か

加
とう

藤　
たか

隆
お

雄
（1962年２月21日生）
取締役在任年数：３年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
指名委員会 １回/１回開催
報酬委員会 ９回/９回開催

　

1984年 ４月 当社入社
2002年 ４月 乗用車生産統括本部 乗用車生産本部ボデー生産技術

部マネージャー
2003年 ４月 名古屋製作所工作部ボデー課 課長
2007年 ４月 名古屋製作所工作部 次長
2008年 ８月 名古屋製作所工作部 エキスパート
2009年 ４月 ロシア組立事業推進室 エキスパート
2010年 ４月 ロシア組立事業推進室 上級エキスパート
2010年 ５月 PCMA RUS 出向
2014年 ４月 名古屋製作所 副所長
2015年 ４月 PT Mitsubishi Motors Krama Yudha Indonesia 

取締役社長
2019年 ６月 当社取締役 代表執行役CEO
2021年 ４月 当社取締役 代表執行役社長兼最高経営責任者（現在

に至る）

（担当） 報酬委員

11,705株

【取締役候補者とした理由】
当社最大規模の海外生産拠点であるインドネシアの子会社（PT Mitsubishi Motors Krama Yudha 
Indonesia）の取締役社長を務める等、当社における長年のグローバルな経営経験・見識を有しており、加え
て2019年6月から当社最高経営責任者として経営を担っていることから、当社重要事項の決定及び経営執行に
重要な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員として当社の役員報酬制度等の決定についても当社執行側を代表す
る立場として関与する予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

３
新 任

いな

稲
だ

田　
ひと

仁
し

士
（1957年６月４日生）

　

1980年 ４月 三菱商事株式会社入社
2009年 ４月 同社法務部長
2010年 ７月 米国三菱商事SVP（コンプライアンス担当）
2011年10月 当社経営企画本部 副本部長
2013年 ４月 当社執行役員 経営企画本部 副本部長
2015年 ４月 当社執行役員 CSR推進本部長
2016年 ７月 当社常務執行役員 CSR推進本部長
2017年 １月 当社常務執行役員（法務担当）CEO/COO室長
2017年10月 当社常務執行役員（コーポレートガバナンス担当）
2019年 ４月 当社専務執行役員（コーポレートガバナンス担当）
2019年 ６月 当社執行役専務（コーポレートガバナンス担当）
2020年 ４月 当社上席執行役（コーポレートガバナンス担当）
2022年 ４月 当社顧問（現在に至る）

20,183株

【取締役候補者とした理由】
グローバルな取引を展開する総合商社及び当社において、長年にわたり法務、コンプライアンス、コーポレー
トガバナンスに携わってきた実績と豊富な経験及び見識を有しており、当社の経営に活かすことが期待できる
ため、取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、常勤の監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決
定についても関与する予定です。

16



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

４
再 任

社外取締役

みや

宮
なが

永
 

　
しゅん

俊
いち

一
（1948年４月27日生）
取締役在任年数：８年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
報酬委員会 ９回/９回開催

　

1972年 ４月 三菱重工業株式会社入社
2008年 ６月 同社取締役、常務執行役員
2011年 ４月 同社取締役、副社長執行役員
2013年 ４月 同社取締役社長
2014年 ４月 同社取締役、CEO
2014年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2019年 ４月 三菱重工業株式会社 取締役会長（現在に至る）
2019年 ６月 三菱商事株式会社 社外取締役（現在に至る）

（担当） 報酬委員（委員長）

＜重要な兼職＞
三菱重工業株式会社 取締役会長
三菱商事株式会社 社外取締役

18,841株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する製造業企業において企業経営に長年携わり豊富な経験と実績、高い見識を有してお
り、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き
社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員会の委員長として当社の役員報酬制度等の決定についても客観的・
中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

５
再 任

社外取締役

独立役員

こう

幸
だ

田
 

　
ま

真
いん

音
（戸籍上の氏名 

さわ

澤
 

　
と

登
く

久
こ

子）
（1951年４月25日生）
取締役在任年数：４年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
指名委員会 10回/10回開催
報酬委員会 ９回/９回開催

　

1995年 ９月 作家として独立（現在に至る）
2003年 １月 財務省財政制度等審議会委員
2004年 ４月 滋賀大学経済学部客員教授
2005年 ３月 国土交通省交通政策審議会委員
2006年11月 政府税制調査会委員
2010年 ６月 日本放送協会経営委員
2012年 ６月 日本たばこ産業株式会社 社外取締役（現在に至る）
2013年 ６月 株式会社LIXILグループ 社外取締役
2016年 ６月 株式会社日本取引所グループ 社外取締役（現在に至

る）
2018年 ６月 当社取締役（現在に至る）

（担当） 指名委員（委員長）、報酬委員

＜重要な兼職＞
作家
日本たばこ産業株式会社 社外取締役
株式会社日本取引所グループ 社外取締役

12,439株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、国際金融に関する高い見識に
加え、作家としての深い洞察力と客観的な視点を備え、財務省や国土交通省の審議会委員を歴任された経験か
ら豊富な見識及び経験を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただける
ことが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員会の委員長として当社の役員候補者の選定等の決定と、報酬委員と
して当社の役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

６
再 任

社外取締役

独立役員

たけ

竹
おか

岡
 

　
や

八
え

重
こ

子
（1957年５月10日生）
取締役在任年数：３年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
監査委員会 15回/15回開催

　

1985年 ４月 弁護士登録（第二東京弁護士会所属）
2003年10月 公益財団法人日弁連法務研究財団研究部会長
2005年 １月 総合科学技術会議 知的財産戦略専門調査会委員
2006年 ３月 中小企業政策審議会委員
2007年 １月 光和総合法律事務所入所（現在に至る）
2008年 ４月 国立大学法人電気通信大学経営協議会委員
2011年 ３月 産業構造審議会委員
2014年12月 内閣府戦略的イノベーション創造プログラム革新的

構造材料知財委員会委員
2015年 ６月 当社監査役
2019年 ３月 AGC株式会社 社外監査役（現在に至る）
2019年 ６月 当社取締役（現在に至る）

（担当） 監査委員（委員長）

＜重要な兼職＞
光和総合法律事務所 弁護士
AGC株式会社 社外監査役

17,686株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、長年の当社での監査役及び取
締役としての経験に加え、弁護士として長年にわたり活躍され、法律の専門家としての豊富な専門知識と高い
見識を活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取
締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員会の委員長として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人
の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

７ 再 任

社外取締役

独立役員

さ

佐
さ

々
え

江
けん

賢
いち

一
ろう

郎
（1951年９月25日生）
取締役在任年数：３年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
指名委員会 10回/10回開催
報酬委員会 ６回/６回開催

　

1974年 ４月 外務省入省
2000年 ４月 内閣総理大臣秘書官
2001年 ４月 総合外交政策局審議官
2002年 ３月 外務省経済局長
2005年 １月 同省アジア大洋州局長
2008年 １月 外務審議官
2010年 ８月 外務事務次官
2012年 ９月 特命全権大使 アメリカ合衆国駐箚
2018年 ６月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長兼所長
2019年 ６月 セーレン株式会社 社外取締役（現在に至る）
2019年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2020年12月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長（現在に至

る）
2021年 ６月 富士通株式会社 社外取締役（現在に至る）
2022年 ３月 アサヒグループホールディングス株式会社 社外取締

役（現在に至る）

（担当） 指名委員 、報酬委員

＜重要な兼職＞
公益財団法人日本国際問題研究所 理事長
セーレン株式会社 社外取締役
富士通株式会社 社外取締役
アサヒグループホールディングス株式会社 社外取締役

10,554株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、外務省において要職を歴任
し、外交官としての広範な国際感覚と豊富な見識及び経験を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営
の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定と、報酬委員として当社の
役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

８ 再 任

社外取締役

さか

坂
もと

本
 

　
ひで

秀
ゆき

行
（1956年４月15日生）
取締役在任年数：３年

2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
指名委員会 10回/10回開催

　

1980年 ４月 日産自動車株式会社入社
2008年 ４月 同社執行役員 Nissan PV第一製品開発本部 担当
2009年 ５月 同社執行役員 共通プラットフォーム&コンポーネン

ツアライアンス 担当
2012年 ４月 同社常務執行役員 生産技術本部 担当
2014年 ４月 同社副社長 製品開発 担当
2014年 ６月 株式会社日産オートモーティブテクノロジー 取締役

会長
2014年 ６月 日産自動車株式会社 取締役、副社長 製品開発 担当
2018年 １月 同社取締役、副社長 生産事業 担当
2018年 ６月 日産自動車九州株式会社 取締役会長（現在に至る）
2018年 ８月 愛知機械工業株式会社 取締役会長（現在に至る）
2018年 ９月 ジヤトコ株式会社 取締役会長
2019年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2019年 ６月 日産自動車株式会社 執行役副社長 日産生産・SCM 

担当
2020年 ２月 同社取締役、執行役副社長 日産生産・SCM 担当

（現在に至る）

（担当） 指名委員

＜重要な兼職＞
日産自動車株式会社 取締役、執行役副社長
愛知機械工業株式会社 取締役会長
日産自動車九州株式会社 取締役会長

10,554株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける経営陣として豊富な見識及び経験を有しており、それらを
活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定についても、客観的・中立
的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

９
再 任

社外取締役

独立役員

なか

中
むら

村
 

　
よし

嘉
ひこ

彦
（1956年11月28日生）

取締役在任年数：2年
2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
監査委員会 15回/15回開催

　

1979年11月 ピートマーウィックミッチェル会計士事務所（現 有
限責任あずさ監査法人）入所

1983年 ３月 公認会計士登録
1994年10月 港監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）代表社員
2003年10月 有限責任あずさ監査法人 パートナー
2019年 ６月 西華産業株式会社補欠監査役
2019年 ７月 公認会計士中村嘉彦会計事務所開設（現在に至る）
2020年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2020年 ６月 西華産業株式会社 社外監査役（現在に至る）

（担当） 監査委員

＜重要な兼職＞
公認会計士中村嘉彦会計事務所
西華産業株式会社 社外監査役

7,514株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として長年にわた
り活躍され、会計監査の専門家としての豊富な知識を有しており、それらを活かし、積極的な当社経営の監督
及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

10 再 任

社外取締役

た

田
がわ

川
 

　
じょう

丈
じ

二
（1960年７月12日生）

取締役在任年数：2年
2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
報酬委員会 ９回/９回開催

　

1983年 ４月 日産自動車株式会社入社
2006年 ４月 同社執行役員 財務部、IR部 担当
2010年 ４月 同社執行役員 IR部、M&A支援部 担当
2014年 ４月 同社常務執行役員 IR部、M&A支援部 担当
2014年10月 ルノー・ジャポン株式会社 取締役
2019年 ４月 日産自動車株式会社常務執行役員 IR部 担当
2019年12月 同社専務執行役員 チーフサステナビリティオフィサ

ー、グローバル渉外、環境/CSR、IPプロモーショ
ン、コーポレートマネジメントオフィス、取締役会
室、コーポレートサービス、IR部 担当

2020年 ４月 同社専務執行役員 チーフサステナビリティオフィサ
ー、グローバル渉外、環境/CSR、IPプロモーショ
ン、コーポレートサービス、IR部 担当

2020年 ６月 ルノー 社外取締役（現在に至る）
2020年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2021年 ６月 日産自動車株式会社専務執行役員 チーフサステナビ

リティオフィサー、コンプライアンス、コーポレー
トサービス、危機管理&セキュリティ、環境/サステ
ナビリティ、グローバル渉外、IP顧客ビジネス開発
（現在に至る）

（担当） 報酬委員

＜重要な兼職状況＞
日産自動車株式会社 専務執行役員
ルノー 社外取締役

7,514株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける経営陣として豊富な見識及び経験を有しており、それらを
活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員として当社の役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立
場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

11
再 任

社外取締役

いく

幾
しま

島
 

　
たか

剛
ひこ

彦
（1967年１月13日生）

取締役在任年数：2年
2021年度取締役会等出席回数
取締役会 15回/15回開催
監査委員会 12回/12回開催

　

1990年 ４月 日産自動車株式会社入社
2019年11月 同社経理部 グローバルレベニュー&地域別事業収益

管理グループ本部長 兼 LCV事業本部 コントロール
部 部長

2019年12月 同社常務執行役員 グローバルコントローラー、会計 
担当

2020年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2021年 ８月 日産自動車株式会社常務執行役員　グローバルコン

トローラー、グローバルレベニューコントロール、
リージョンズパフォーマンスオプティマイゼーショ
ン、会計（現在に至る）

（担当） 監査委員

＜重要な兼職状況＞
日産自動車株式会社 常務執行役員

7,514株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける経営陣として豊富な見識及び経験を有しており、それらを
活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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12
新 任

社外取締役

かき

垣
うち

内
 

　
たけ

威
ひこ

彦
（1955年７月31日生）

　

1979年 ４月 三菱商事株式会社入社
2010年 ４月 同社執行役員　農水産本部長
2011年 ４月 同社執行役員　生活産業グループCEOオフィス室長

（兼）農水産本部長
2013年 ４月 同社常務執行役員　生活産業グループCEO
2016年 ４月 同社社長
2016年 ６月 同社取締役　社長
2022年 ４月 同社取締役会長（現在に至る）

＜重要な兼職状況＞
三菱商事株式会社　取締役会長

ー 株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
グローバルな取引を展開する総合商社における経営者としての豊富な経験と実績、グローバルな事業経営に関
する高い見識を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期
待できるため、社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定についても、客観的・中立
的立場で関与いただく予定です。
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13

新 任

社外取締役

み

三
け

毛
 

　
かね

兼
つぐ

承
（1956年11月４日生）

　

1979年 ４月 株式会社三菱銀行入行
2005年 ６月 株式会社東京三菱銀行執行役員

株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ執行役
員

2009年 ５月 株式会社三菱東京UFJ銀行常務執行役員
2011年 ５月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ常務執

行役員
2011年 ６月 株式会社三菱東京UFJ銀行常務取締役
2013年 ５月 同行専務執行役員
2015年10月 米州MUFGホールディングスコーポレーション会長

MUFGユニオンバンク会長
2016年 ５月 株式会社三菱東京UFJ銀行副頭取執行役員
2016年 ６月 同行取締役副頭取
2017年 ６月 同行取締役頭取執行役員

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ取締役　
代表執行役副会長

2019年 ４月 同社取締役代表執行役社長
2020年 ４月 同社取締役代表執行役副会長
2021年 ４月 同社取締役執行役会長（現在に至る）

＜重要な兼職状況＞
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ取締役　執行役会長
東京海上日動火災保険株式会社　社外取締役（2022年６月就任
予定）

ー 株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
国際的な金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見識を有しており、その経験・見識を活かし、積極的な
当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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取締役13名選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 当社と平工奉文氏、宮永俊一氏、幸田真音氏、竹岡八重子氏、佐々江賢一郎氏、坂本秀行氏、中村嘉彦氏、田川

丈二氏及び幾島剛彦氏との間では、会社法第423条第１項に定める責任について、７百万円又は会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする契約を締結しております。各氏の選任が承認され
た場合は、上記責任限定契約を継続する予定であります。

３. 当社は、稲田仁士氏、垣内威彦氏及び三毛兼承氏の選任が承認された場合は、各氏との間で会社法第423条第１
項に定める責任について、７百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度
とする契約を締結する予定であります。

４. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の54ペー
ジに記載のとおりであります。各候補者の選任が承認され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

５. 幸田真音氏が社外取締役として在任している株式会社日本取引所グループ（以下「JPX」という。）は、2020
年にJPXの子会社である株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）の株式売買システム「arrowhead」
において発生した障害及びそれを契機として東証の全ての取引が終日停止したことを受けて、障害が発生した機
器の自動切替え機能の設定に不備があったことや、売買再開に係る東証のルールが十分でなかったことなどが認
められたとして、2020年11月に業務改善命令を受けました。
同氏は、当該事象発生以前より、JPXの取締役会において、安定性及び信頼性の高い市場運営のあり方について
適宜提言を行っており、当該事象発生後は、JPXが設置した「システム障害に係る独立社外取締役による調査委
員会」の委員として、障害発生当日中の事実経過や障害発生原因等に関するJPX及び東証の見解や認定に対し
て、本障害発生の真因、JPX及び東証の事前・事後の対応の妥当性、再発防止措置等の事項に関して評価及び提
言を行うとともに、JPXの取締役会において、同委員会の調査状況及び調査結果について報告を行うなど、その
職責を果たしております。

６. 坂本秀行氏が取締役として在任している日産自動車株式会社では、2017年９月から11月にかけ、同社国内車両
製造工場において、完成検査（全数検査）に係る不適切な取扱いがなされている事実が発覚しました。この事実
に関し、同社は、2018年３月26日に、国土交通省より業務改善指示を受けています。また、上記事実に加え、
同社では、同年７月から12月にかけ、同社国内車両製造工場において、完成検査（排出ガス測定及び精密抜取測
定並びに全数検査）において、不適切な取扱いがなされている事実が発覚しました。これらの事実に関し、同社
は、同年12月19日に、国土交通省より業務改善指導を受けています。
同社は、2018年12月10日及び2019年１月11日、カルロス ゴーン元取締役会長及びグレッグ ケリー元代表取
締役が金融商品取引法違反（虚偽有価証券報告書提出罪）により起訴されたことに伴い、会社としても起訴され
ました。2022年３月３日、同社は、東京地方裁判所から、金融商品取引法違反（虚偽有価証券報告書提出罪）
により、罰金２億円（求刑：罰金２億円）に処するとの有罪判決を受けました。加えて、カルロス ゴーン元取締
役会長は、2019年１月11日及び４月22日に、会社法違反（特別背任罪）により起訴されております。
同社は、2019年５月14日付で、第107期（2006年３月期）から第119期（2018年３月期）までの有価証券報
告書において開示した役員報酬等の内容を訂正する訂正報告書を、関東財務局に提出しました。このうち、第
116期（2015年３月期）から第119期（2018年３月期）までの有価証券報告書等開示書類に関し、2020年２
月27日付で金融庁長官から24億2,489万5千円の課徴金納付命令の決定を受けました。米国でも、有価証券報告
書における取締役報酬に係る重大な虚偽記載に関し、米国証券取引委員会との間で、行政手続による和解契約を
締結し、1,500万ドルの課徴金を支払うことに合意しました。

７. 三毛兼承氏が株式会社三菱UFJ銀行の取締役として在任中でありました2019年２月に、同行は、米国通貨監督
庁（Office of the Comptroller of the Currency、以下「OCC」という。）との間で、米国の銀行秘密法に基
づくマネーロンダリング防止に関する内部管理態勢等が不十分であるとのOCCからの指摘に関し、改善措置等を
講じることで合意しました。

８. 宮永俊一氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である三菱商事株式会社の取締役であり、また過去
10年間に同社の取締役でした。

９. 坂本秀行氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の取締役、執行役副社長
であり、過去10年間に同社の常務執行役員、取締役、副社長、執行役副社長でした。また、同氏は過去10年間
に当社の特定関係事業者（当社の関連会社）であるジヤトコ株式会社の取締役会長でした。更に、同氏は過去10
年間に当社の特定関係事業者（当社の関連会社）である株式会社NMKVの取締役でした。

10. 田川丈二氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の専務執行役員であり、
過去10年間に同社の執行役員、常務執行役員及び専務執行役員でした。また、同氏は、過去2年間において同社
の専務執行役員としての報酬を受けていました。今後も専務執行役員として報酬を受ける予定であります。
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取締役13名選任の件

11. 幾島剛彦氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の常務執行役員であり、
過去10年間に同社の使用人、常務執行役員でした。また、同氏は、過去2年間において同社の常務執行役員とし
て報酬を受けていました。今後も常務執行役員として報酬を受ける予定であります。

12. 垣内威彦氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である三菱商事株式会社の取締役会長であり、また
過去10年間に同社の執行役員、常務執行役員、社長、取締役　社長、取締役会長でした。

13. 本議案が承認された場合、各委員会の構成を次のとおりとする予定であります。
指名委員会：幸田真音氏（委員長）、佐々江賢一郎氏、坂本秀行氏、平工奉文氏、垣内威彦氏
報酬委員会：宮永俊一氏（委員長）、幸田真音氏、佐々江賢一郎氏、田川丈二氏、加藤隆雄氏
監査委員会：竹岡八重子氏（委員長）、中村嘉彦氏、幾島剛彦氏、三毛兼承氏、稲田仁士氏
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ご参考

1 当社主要株主※1の業務執行者

2 当社の主要取引先※2若しくは当社を主要取引先とする会社又はそれらの親会社若しくは子会社の
業務執行者

3 当社の主要な借入先※3又はそれらの親会社若しくは子会社の業務執行者

4 当社の法定監査を行う監査法人に所属する者

5 当社から、役員報酬以外に多額※4の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会計士等
の会計専門家、弁護士等の法律専門家（当該財産を得ているのが、法人・組合等の団体である場
合は当該団体に所属している者）

6 当社の役員相互就任先の業務執行者

7 当社から多額※4の寄付又は助成を受けている団体の業務執行者

8 過去3年以内で、1～7のいずれかに該当していた者

9 現在、近親者（2親等以内）が1～7のいずれかに該当する者

10 社外取締役としての在任期間が通算8年間を超える者

11 その他の事情を実質的又は総合的に勘案して、当社との関係性が強いと見られる可能性がある者

社外取締役の独立性判断基準

当該社外取締役が次のいずれにも該当することなく、当社の経営陣から独立した中立の存在であること。

※1 主要株主：10％以上の議決権を有する者。
※2 主要取引先：当社の取引先であってその年間取引金額が直近事業年度の当社の連結売上高又は相手方の直近事業年度の連結売上高の2％を
　　　　　　超える取引先。

※3 主要な借入先：当社が借入を行っている金融機関であって、その借入額が直近事業年度末の連結総資産の2％を超える借入先。
※4 多額：当社から収受している対価が年間1,000万円以上。
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コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方・方針

当社ウェブサイト：https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/pdf/report-2019/CSR2019-governance-guideline.pdf

コーポレート・ガバナンスの体制

　当社は、企業理念（ビジョン・ミッション）に基づき、株主やお客様をはじめ全てのステークホル
ダーのご期待に応えるべく、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、コンプラ
イアンスを最優先に考え、経営上の優先課題としてコーポレート・ガバナンスの継続的な強化・充実
に取り組んでいます。
　コーポレート・ガバナンスの強化・充実にあたっては、指名委員会等設置会社として経営監督機能
と業務執行機能の役割分担の明確化と機能強化を図るとともに、経営の健全性、透明性及び客観性の
更なる向上を目指します。
　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組み及び考え方を「コーポレートガバナン
ス・ガイドライン」として取り纏め、以下の当社ウェブサイトにおいて公開しています。

　取締役会は、経営に関する一定の重要事項を決定し、それ以外の業務執行の決定権限を執行役に委
任しています。そのうえで、取締役会及び指名、報酬、監査の三委員会の活動を通じて、執行役によ
る業務執行の監督機能を果たしています。取締役会及び各委員会は、それぞれ過半数が社外取締役に
より構成されており、公正性及び透明性をもったコーポレート・ガバナンスが実質的に機能する体制
を整備しています。
　指名委員会は、取締役候補者の決定、取締役会の決定に係る執行役の選解任についての事前審議、
執行役社長の後継者計画の策定等を行っています。
　報酬委員会は、取締役や執行役の報酬制度及びそれに基づき支給する報酬額の決定等を行っていま
す。
　監査委員会は、取締役や執行役の職務の執行や内部統制の運用等に関する監査を行っています。

株主総会

取締役会

執行役社長・執行役

執行役員・従業員

指名委員会　５名（うち社外５名）
報酬委員会　５名（うち社外４名）

監査委員会　５名（うち社外４名）
13名（うち社外11名）

選解任

指揮命令

監
督
機
能

会
計
監
査
人

執
行
機
能

取締役選解任議案

連携

監査報告

監査

権限委譲 選解任 報酬決定 監査 連携

選解任

連携

監督

監
査
部
門

※本総会の決議事項第２号議案をご承認いただいた場合の人数を記載しています。
以上
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事業の経過及び成果

当事業年度の連結業績概況

　■  事 業 報 告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果

　当社グループの当事業年度の連結業績は、以下のとおりであります。

　一昨年から続く新型コロナウイルスは、変異株による流行を繰り返し、サプライチェーンや販
売が打撃を受けました。また下期からは、材料費や物流費高騰によるコストアップも顕在化して
きました。更には、ロシアによるウクライナ軍事侵攻を発端とする地政学的リスクの顕在化など
もあり、当事業年度、当社グループを取り巻く経営環境は、一層不透明感を増し、日々変化いた
しました。
　かじ取りが難しい中、当社グループは数多くのお客様に新型『アウトランダー』や『エクスパ
ンダー』をはじめとする商品をご購入いただけたことに加え、全社を挙げて環境の変化に柔軟に
対応し、当社グループの収益は回復軌道に乗っています。
　結果、通期販売台数はグローバルで前年度比17％増の93万７千台、通期連結売上高は前年度
比40％増の２兆389億円となりました。連結営業利益は、為替の追い風があるものの、販売台
数の増加、値引き抑制効果や、コスト改善効果により、873億円（前年度比＋1,826億円）まで
回復いたしました。営業利益率は4.3%となり、前年からおよそ11ポイント改善いたしました。
なお、連結経常利益は1,010億円（前年度比＋2,062億円）、連結当期純利益（親会社株主に帰
属する当期純利益）は740億円（前年度比＋3,863億円）となりました。
　各事業の連結業績につきましては、自動車事業に係る売上高は２兆187億円（前年度比＋
5,822億円）となり、営業利益は835億円（前年度比＋1,848億円）となりました。また、金融
事業に係る売上高は380億円（前年度比＋22億円）となり、営業利益は46億円（前年度比△２
億円）となりました。なお、各事業の売上高及び営業利益は、連結相殺消去前の数値を記載して
おります。
　配当に関しましては、当社は株主の皆様への利益還元を重要政策の１つと位置づけ、安定した
配当の維持を基本に、業績や財務状況等を勘案して配当を行うことを基本方針としておりますも
のの、当事業年度におきましては配当原資が不足しておりますことから、誠に遺憾ながら配当は
無配となります。株主の皆様におかれましては、何卒ご理解くださいますようお願い申し上げま
す。
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事業の経過及び成果

当事業年度の主な取り組み

　当社グループは、当事業年度において、中期経営計画「Small but Beautiful」に沿って様々
な取り組みを実施いたしました。主な取り組みは次のとおりです。

　新型車につきましては、新型『アウトランダー』を北米から、新型『アウトランダー』PHEV
モデルを日本から、新型『エクスパンダー』をインドネシアから、新型電気自動車『エアトレッ
ク』を中国にて、それぞれ投入しました。新型『アウトランダー』は、当社グループの電動化技
術と四輪制御技術の粋を集め、新世代のプラットフォームや先進技術を活用したフラッグシップ
モデルです。新型『エクスパンダー』は、フロントとリヤデザイン、及びインテリアデザインを
一新してSUVらしさを高めるとともに、トランスミッションには新たに高効率CVTを採用する
ことで低燃費化を実現しました。お客様からも好評を得ており、計画を上回る好調な受注状況が
続くなど、販売回復に貢献しております。

　一方、当社グループも半導体供給不足や物流の混乱による影響を受け、減産を強いられまし
た。逆風の中、臨機応変に対応し、生産停止の最小化を図りました。
　また、販売価格の見直しや対策金を中心とした販売費用の低減など、北米を中心に各国の販売
の質改善を推進しております。

　固定費削減につきましては、２年間で20％以上の削減計画を中期経営計画の中で掲げ、2020
年度に１年前倒しで達成しております。当事業年度につきましては、国内生産子会社であるパジ
ェロ製造株式会社の生産を停止し工場を閉鎖し、構造改革の一環である国内生産体制再編を計画
どおりに完遂いたしました。

　これらにより、中期経営計画でファーストステップとして示した目標である、2022年度の営
業利益500億円・営業利益率2.3%を、当事業年度に前倒し達成することができました。

　2022年度も厳しくかつ不安定な経営環境が持続することが予想されますが、常に課題を洗い
出し１つ１つ解決していくことで損益目標を達成し、次期中期経営計画に繋げていきたいと考え
ております。
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設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

（２）設備投資の状況
　当事業年度において実施した当社グループの設備投資については、主に新商品・新技術の開発
設備及び生産設備等への投資を実施した結果、投資総額は627億円となりました。

（３）資金調達の状況
　当事業年度の必要資金については、主に手元資金及び借入金でまかなわれており、当社グルー
プの当事業年度末の借入金残高は、4,527億円となっております。

電動化の加速とASEAN市場強化に向けた取り組み加速

（４）対処すべき課題
　足許の環境変化を踏まえた経営課題の認識と、経営戦略の概略は次のとおりです。

　これまで当社グループは、限られた開発資源で幅広い地域とセグメントをカバーしようとした
結果、定期的な商品力強化が不足する、あるいは商品ライフが長期化するといった課題がありま
した。モデルの経年化が進む中、工場の稼働率を維持するために、価格訴求で販売台数を確保す
る傾向があったのではないかと考えております。今後は三菱自動車らしい価値を盛り込んだ魅力
的な商品を投入したうえで丁寧にライフサイクルをマネジメントし、お客様に当社グループの商
品価値を十分にご理解いただき、価値に見合った価格で販売するという形に変えていく所存で
す。

　まず、2020～2022年度の現中期経営計画期間では、独自技術とアライアンス技術を融合す
ることにより、環境対応車のラインアップ強化に取り組んできました。当事業年度までは特に、
PHEVに注力し、『エクリプス クロス』PHEV、『アウトランダー』PHEVと順次投入してまい
りました。脱炭素化、電動化への流れは加速されていきますが、当社グループは電動車の先駆者
としてこの流れを捉え、環境への貢献をしっかりと行ってまいります。
　2022年度は、中国において3月に投入を開始した新型『エアトレック』、日産との共同開発
により、間もなく発売予定の軽乗用EV、この秋に販売を再開する予定の『ミニキャブ・ミー
ブ』と、３つのBEV（電気自動車）を投入し、これらをモデルラインアップに加えることで、更
に多くの電動車の選択肢をお客様に提供してまいります。

　そして、2022年度以降は、ASEAN市場の強化サイクルに入ります。商品強化の第一弾とし
て、当社グループのコアモデルである次期『トライトン』をASEAN新車攻勢の先陣を切るモデ
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三菱自動車らしさを訴求する取り組み

ルとして投入すべく、万全の体制でその生産開始準備を進めてまいります。
　また、商品のみでなく、2022年度を新車攻勢に向けた販売強化の重要な一年と位置づけ、こ
れに向けた施策を確実に実行してまいります。

　当社グループは昨年、「三菱自動車らしさ」を「環境×安全・安心・快適」と再定義いたしま
した。お客様に「三菱自動車らしさ」の価値を十分ご理解いただけるような商品の投入やプロモ
ーション活動も重要な施策であると考えています。
　昨年12月16日より、国内向けに販売を開始した新型『アウトランダー』PHEVの反響は、当
社グループの予想をはるかに超えたものとなり、2021年度の国内におけるプラグインハイブリ
ッドEV販売において第一位を獲得いたしました。また、日本カーオブザイヤーの「テクノロジ
ーカーオブザイヤー 」 や 、 「iFデザインアワード2022」 の 受賞 、 自動車 アセスメント
（JNCAP）「自動車安全性能2021」において最高評価となる「ファイブスター賞」を受賞な
ど、デザイン・装備に高い評価を得ております。米国から発売を開始した、新型『アウトランダ
ー』、そして日本を皮切りに発売したそのPHEVモデルは、今後更にグローバルに販売を拡大
し、当社グループの価値をより広くお客様にご理解いただけるよう展開してまいります。

　次に、軽EV等の電動車の商品群を広めることにより、環境面での「三菱自動車らしさ」につ
いてもより広くお客様にご理解を頂けるよう展開してまいります。今年秋に販売再開を予定して
いる『ミニキャブ・ミーブ』は既に多くの企業との試験導入や実証実験を進めておりますが、ま
だまだ新たな多くの企業様より、導入の検討や、協業の模索などのお申し出を頂戴しており、世
間の関心が非常に高いと感じています。お客様への新たな価値の提供として、バリューチェーン
全体でのサービス提供も模索してまいります。
　また、昨年復活を宣言した「ラリーアート」は世界ラリー選手権やパリダカールラリーという
厳しいフィールドで、その走りや技術を鍛えてきた当社グループのヘリテージブランドです。こ
のヘリテージを大切にしながら、「三菱自動車らしさ」と「モノづくりスピリッツ」を最高峰の
技術をもってリードしていくブランドとして更に進化させていきます。具体的には、「チーム三
菱ラリーアート」によるアジアクロスカントリー参戦や、専用アクセサリー、特別仕様車の販売
に続き更に活動を進化させブランドを磨き上げていきます。

34



ご 参 考

2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

ご参考

サステナビリティ活動の推進

1 サステナビリティ全般

持続可能な社会の実現と企業価値の向上に取り組みます

① サステナビリティに対する考え方

　三菱自動車は製品や事業活動からの温室効果ガス低減を責務と捉え、カーボンニュートラルの実現
に貢献してまいります。また、環境面以外においても責任ある事業運営に取り組み、各国・各地域に
おける事業活動を通じて様々な社会課題の解決を図ることにより、持続可能な社会の実現に貢献して
まいります。

② 三菱自動車のマテリアリティ（重要課題）

　当社は、国連持続可能な開発目標（SDGs）の重要性を認識し、2018年度に環境・社会・ガバナン
ス各分野の様々な課題から当社が取り組むべき重要課題としてマテリアリティを特定しました。
　近年、大きくかつ急速に変化するサステナビリティに関わる社会動向がステークホルダーおよび当
社に及ぼす影響を評価したうえで、必要に応じてマテリアリティを柔軟に見直し、取り組んでいま
す。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心
度

自社への影響度
高い

高
い

とても高い

持続可能なサプライチェーンの実現
水資源の保全

環境（Environment）

と
て
も
高
い

極めて高い

極
め
て
高
い

社会（Social） ガバナンス（Governance）E

E S
気候変動・エネルギー問題への対応E
道路交通事故の削減に寄与する製品の提供S

製品品質、セールス・サービス品質の向上S

事業を通じた地域経済への貢献S

新しい常識に対応した働き方改革の推進
（ダイバーシティ、ワーク・ライフ・バランス）
S

ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底G

E

生物多様性の保全E

労働安全衛生の推進S
社会貢献活動の推進S

資源循環の取り組みE

環境汚染の防止E
人材育成の強化S

S G

③ サステナビリティ推進体制

　当社では、三菱自動車グループ全体でサステナビリティの取り組みの推進を図ることを目的に執行
役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置しています。
　当社が特定したマテリアリティに関しては、役員クラスの担当責任者を定め、サステナビリティ委
員会で年度目標を審議し、実行の進捗を確認し※1、成果を導き出しています。なお、重要事項は取締
役会で審議・報告する体制としています。
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2 環境問題・気候変動への取り組み

グ
ル
ー
プ
会
社

関
連
す
る
各
本
部

取
締
役
会

経
営
会
議

サステナビリティ委員会

前年度総括 /当年度計画策定

年度計画進捗 /計画見直し

Plan

Check
Do

審議
報告

審議
報告

Action

※1 サステナビリティの取り組みの詳細は当社「サステナビリティレポート2021」をご覧ください。

▼ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/pdf/report-2021/sustainability2021-management.pdf

① 環境計画パッケージ

　当社は、顕在化する気候変動問題やパリ協定の締結以降の社会動向を踏まえ、30年先の社会を見据
えた環境への取り組みの方向性を定める必要があるとの認識のもと、2020年に「環境計画パッケー
ジ」※2を策定しました。
　環境計画パッケージは、中長期的な展望を織り込んだ「環境方針」、2050年までに目指したい社会
像と、当社の取り組みの方向性を定めた「環境ビジョン2050」、このビジョンにもとづく2030年ま
での具体的な取り組みを明確にした「環境ターゲット2030」で構成しています。
　気候変動対策、資源循環、環境汚染防止の３つを当社が直接的に取り組む環境課題と位置付け、具
体的な目標を設定して取り組んでいます。
　中でも最重要課題と位置付けている気候変動対策については、「新車からのCO2排出量－
40％（2010年度比）」、「電動車販売比率50％」、「事業活動からのCO2排出量－40％（2014年
度比）」を2030年目標として設定し、CO2排出ネットゼロ社会への貢献に取り組んでいます。

現在

・主な目標

環境方針
直接的に取り組む3つの環境課題

新車からの平均CO2排出量 　40％

　40％

（2010年度比）

（2014年度比）
50％電動車比率

事業活動からのCO2排出量　
2030年 2040年 2050年

環境汚染防止資源循環気候変動対策

ビジョン達成に向けた2030
年までの取り組み事項

環境ターゲット2030 環境ビジョン2050
電動車の普及とその社会的活用の促進を通じた
「CO2排出ネットゼロ社会」
「資源循環型社会」
「環境汚染のない社会」　実現への貢献

※2 「環境計画パッケージ」の詳細は当社ホームページをご覧ください。

▼ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/environment/einitiatives/
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世の中の変化 当社のリスク 当社の機会 主な対応策

燃費規制・
ZEV規制の強化

・燃費規制未達による罰金
・規制対応のためのコスト

増加
電動車の販売拡大

・プラグインハイブリッド
車(PHEV)を軸とした電
動化の推進

・アライアンスを活用した
コンポーネントの共通化
などによるコスト低減

炭素税等のカーボンプ
ライシングの導入

・電力や原材料の調達コス
ト増加 ―

・省エネルギー活動／再生
可能エネルギー導入の推
進

気象災害の頻発・
激甚化

・生産施設の被害やサプラ
イチェーン寸断による生
産停止

非常用電源確保のニー
ズの高まりによる電動
車の販売拡大

・BCM関連体制・運営要
領の整備

・PHEVを軸とした電動化
の推進

・V2X※4の推進

② TCFD提言への対応

　当社は、気候変動がもたらす中長期的なリスク・機会が事業領域に影響を及ぼす可能性があると認
識しており、2021年７月にTCFＤ※3提言への賛同を表明しました。これを機に、気候変動が当社の事
業および財務へ与える影響の分析（シナリオ分析）を進めています。
　不確実な将来シナリオや各国・地域で異なるニーズに対しては、アライアンスと独自技術による
様々なオプションを組み合わせることで、柔軟に対応していくことができると考えています。
　今後、シナリオ分析の結果を経営戦略に反映するとともに、TCFD提言に則した情報開示の充実に
つとめていきます。

・当社が認識する主なリスク・機会と対応策

※3 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）:
気候変動問題が深刻化する中で、金融安定理事会（FSB）が設置。2017年６月に気候変動
関連の情報開示の枠組みを纏めた最終報告書（TCFD提言）を公表。

※4 V2X:V2H（Vehicle to Home）やV2G（Vehicle to Grid）などの総称
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3 人権尊重への取り組み

　人権の尊重※5は三菱自動車の事業活動の基本であるという考えのもと、当社は2019年５月に国連グ
ローバル・コンパクト※6に署名しました。また同年に定めた人権方針においては「人権デュー・ディ
リジェンス※7を通じて、事業活動が人権に与える負の影響の特定、防止、軽減に取り組むこと」を宣
言しています。
　当社は労働条件、健康と安全など従業員の人権は、事業活動に伴うインパクトの大きな課題と捉え
ており、2021年度下期に人権デュー・ディリジェンスの一環として、社外の評価機関の協力の下で本
社および国内３製造拠点への人権アセスメント※8を実施しました。
　事業に重大なインパクトをもたらす事項はございませんでしたが、今回の監査で得られた指摘や知
見をもとに、人権リスクの低減およびステークホルダーからの期待に応えるよう取り組んでまいりま
す。

・人権デュー・ディリジェンスのプロセス

スコープ決定

リスク特定

情報開示

モニタリング

アセスメント改善
軽減・防止

※5 人権の尊重に関する取り組みの詳細は当社「サステナビリティレポート2021」をご覧ください。

▼ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/pdf/report-2021/sustainability2021-society-human_rights.pdf
※6 国連グローバル・コンパクト: 1999年ダボス会議でアナン国連事務総長（当時）が提唱したイニシアチブ。人権、労働、環境、腐敗防止の

４分野10原則に関する企業・団体の自主的な行動が期待されている。
※7 人権デュー・ディリジェンス: 企業が自らの事業における負の影響を特定、防止、軽減するとともに，これら負の影響への対処について、説

明責任を果たすために実施すべきプロセス。
※8 人権アセスメントの実施は当社「サステナビリティニュース」をご覧ください。

▼ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/sustainabilitynews/2022/03/09.html
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財産及び損益の状況の推移

項　目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

売 上 高(百万円) 2,514,594 2,270,276 1,455,476 2,038,909

自 動 車 事 業 2,495,601 2,251,941 1,436,480 2,018,754
金 融 事 業 24,086 40,391 35,788 37,974
セグメント間取引消去 △5,092 △22,056 △16,793 △17,819

営 業 利 益(百万円) 111,815 12,788 △95,321 87,331
経 常 利 益(百万円) 119,850 △3,843 △105,203 100,969
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 132,871 △25,779 △312,317 74,037

１株当たりの当期純利益 (円) 89.26 △17.32 △209.88 49.76
純 資 産(百万円) 881,203 788,363 525,251 630,301
１株当たりの純資産 (円) 585.75 519.15 341.44 407.82
総 資 産(百万円) 2,010,309 1,938,123 1,856,279 1,928,443

2018

2,514,594

2019

2,270,276

2020

1,455,476

2021
（年度）

2,038,909

■ 売上高（百万円）

87,331
111,815

2018

12,788

2019 2020

△95,321

2021
（年度）

■ 営業利益（百万円）

2018

132,871
74,037

△25,779

2019 2020

△312,317

2021
（年度）

89.26
△17.32 49.76

△209.88

■ 親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
　 １株当たりの当期純利益（　 ）（円）

（５）財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たりの当期純利益は各事業年度中の平均発行済株式数から平均自己株式数を控除した株式数を用
いて算出しております。

２. １株当たりの純資産は各事業年度末の発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数を用いて算出し
ております。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当事業年度の期首から適
用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。
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重要な子会社の状況

会社名 所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容

東日本三菱自動車販売株式会社 東京都 100百万円 100.00％ 自動車の販売

西日本三菱自動車販売株式会社 大阪府 100百万円 100.00 自動車の販売

三菱自動車ロジテクノ株式会社 神奈川県 436百万円 100.00 自動車部品の販売
自動車の整備

水菱プラスチック株式会社 岡山県 100百万円 100.00 自動車部品の製造

三菱自動車エンジニアリング株式会社 愛知県 350百万円 100.00 自動車の開発

三菱自動車ファイナンス株式会社 東京都 3,000百万円 100.00 販売金融

ミツビシ・モーターズ・ノース・アメリカ・
インク 米国 398百万米ドル 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ・ヨーロッパ・
ビー・ブイ オランダ 237百万ユーロ 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ（タイランド）・
カンパニー・リミテッド タイ 7,000百万バーツ 100.00 自動車の製造・販売

ミツビシ・モーターズ・オーストラリア・
リミテッド オーストラリア 1,789百万豪ドル 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ・フィリピンズ・
コーポレーション フィリピン 1,640百万フィリピンペソ 100.00 自動車の製造・販売

ピーティー・ミツビシ・モーターズ・
クラマ・ユダ・インドネシア インドネシア 2,200,000百万インドネシアルピア 51.00 自動車の製造

ミツビシ・モーターズ・ベトナム・
カンパニー・リミテッド ベトナム 410,812百万ベトナムドン 41.20 自動車の製造・販売

（６）重要な子会社の状況（2022年３月31日現在）

(注) １．パジェロ製造株式会社は、2021年8月に事業活動を終了いたしました。
２．ミツビシ・モーターズ・ヨーロッパ・ビー・ブイは、2021年8月４日付で増資を行い、資本金が107百
万ユーロから237百万ユーロに増加いたしました。
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主要な事業内容

（７）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社グループが行っている事業は、以下のとおりであります。

①自動車事業
自動車及びその部品の開発、製造、販売を主な事業としており、主要な商品は次のとおりで

あります。

（ⅰ）EV・PHEV
「エクリプス クロス（PHEV）」、「アウトランダー（PHEV）」、
「ミニキャブ・ミーブ」

（ⅱ）SUV・ピックアップ
「RVR/アウトランダースポーツ/ASX」、「エクリプス クロス」、
「アウトランダー」※、「トライトン/L200/L200スポーテロ/ストラーダ」※、
「パジェロ/モンテロ」※、「パジェロスポーツ/モンテロスポーツ」※

（ⅲ）乗用車・ミニバン
「ミラージュ/スペーススター」、「アトラージュ/ミラージュG4」※、
「デリカD:2」、「デリカD:5」、「エクスパンダー」※、「エクスパンダー クロス」※

（ⅳ）軽自動車
「eKクロス」、「eKワゴン」、「eKクロス スペース」、「eKスペース」、
「タウンボックス」、「ミニキャブ トラック」、「ミニキャブ バン」

（注）１.　「 」内の名称は、全て同一車種の名称となります。また、下線のついた名称は、海外のみで使用さ
   れている名称です。

   ２.　※印のついた車種は、海外専用車種であります。

②金融事業
自動車のリース、販売金融等の事業を行っております。
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主要な営業所及び工場等、従業員の状況

本　社 東京都　港区
技術センター 愛知県　岡崎市
EV技術センター 愛知県　岡崎市
京都研究所 京都府　京都市
十勝研究所 北海道　河東郡
岡崎製作所 愛知県　岡崎市
水島製作所 岡山県　倉敷市
京都製作所
　　　　　　京都工場 京都府　京都市
　　　　　　滋賀工場 滋賀県　湖南市

デザインセンター 愛知県　岡崎市
東京デザイン 東京都　港区
ソフトウェアイノベーションセンター 東京都　港区

（８）主要な営業所及び工場等（2022年３月31日現在）
① 当社

　② 子会社
「１.（６）重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

事業区分 従業員数
自動車事業 28,617 名 (7,892 名)
金融事業 179 (56)

合計 28,796 (7,948)

（９）従業員の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 従業員数は、就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から
当社グループへの出向者を含みます。）であり、非連結子会社の従業員は含めておりません。

２. （ 　）内は、臨時従業員（嘱託、パートタイマー、期間社員、派遣社員等）の人員数を外数で表示
しております。

42



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

主要な借入先

借入先 借入残高
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 81,362百万円
株式会社みずほ銀行 48,522
株式会社三井住友銀行 41,356

銀行名 借入極度額
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 55,000百万円
株式会社みずほ銀行 25,000
株式会社三井住友銀行 20,000
バンコック・バンク・パブリック・カンパニー・リミテッド 11,500
その他（16行） 40,500
合計 152,000

（10）主要な借入先（2022年３月31日現在）
　当事業年度末時点における当社連結借入金の状況は以下のとおりです。

　（連結借入金の状況）

(注) 上記の借入残高には、各行の海外現地法人等を含みます。

　また、当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株式会社三菱UFJ銀行を主幹事
とした借入極度額152,000百万円のコミットメントライン契約を締結しておりますが、当事業
年度末に終了し、株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とした2022年４月1日発効の借入極度額
152,000百万円のコミットメントライン契約を新たに締結しております。

　（コミットメントライン契約の状況）
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当社の株式に関する事項

（１）発行可能株式総数 1,575,000,000株
（２）発行済株式総数 1,490,282,496株（前事業年度末比　増減なし）
（３）株主数 255,532名（前事業年度末比　9,229名減）

株主名 持株数 持株比率
日産自動車株式会社 506,620,577株 34.02％
三菱商事株式会社 298,012,214 20.01
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 91,864,800 6.16
三菱重工業株式会社 21,572,455 1.44
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 14,877,512 0.99
ＢＮＹＭＳＡＮＶ　ＡＳ　ＡＧＥＮＴ／ＣＬＩＥＮＴＳ　ＬＵＸ
ＵＣＩＴＳ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　１ 14,321,500 0.96
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,889,000 0.73
ＨＳＢＣ　ＡＳＩＡ　ＥＱＵＩＴＹ　ＦＩＮＡＮＣＥ　－　ＪＡＰＡＮ　
ＥＱＵＩＴＩＥＳ　（ＴＲＡＤＩＮＧ） 10,062,511 0.67
サンワサプライ株式会社 10,000,000 0.67
ＵＢＳ　ＡＧ　ＬＯＮＤＯＮ　Ａ／Ｃ　ＩＰＢ　ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ　
ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ 9,852,773 0.66

株式数 交付対象者数

執行役 　　　3,300株 　　　１名

2. 当社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

（４）大株主

（注）上記の持株比率は、自己株式（1,292,512株）を控除して計算しております。なお、自己株式には役員報酬BIP信託
が所有する当社株式（1,137,650株）は含まれません。

（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容については、事業報告48ページから50ページ「３．（３）役員の報酬等」に記載してお
ります。

　　　２．上記は、退任した会社役員に対して交付された株式であります。
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会社役員に関する事項

地位及び担当 氏　名 重要な兼職の状況等
　取締役会長（社外取締役）
　指名委員 平　工　奉　文 　－

　取締役
　報酬委員 加　藤　隆　雄 　代表執行役社長 兼 最高経営責任者

　取締役
　監査委員 白　地　浩　三 　－

　取締役（社外取締役）
　報酬委員（委員長） 宮　永　俊　一 　三菱重工業株式会社 取締役会長

　三菱商事株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員 小　林　　　健

　三菱商事株式会社 取締役会長
　日清食品ホールディングス株式会社 社外取締役
　三菱重工業株式会社 社外取締役
　株式会社三菱総合研究所 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員（委員長）
　報酬委員

幸　田　真　音
　作家
　日本たばこ産業株式会社 社外取締役
　株式会社日本取引所グループ 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　監査委員（委員長） 竹　岡　八重子 　光和総合法律事務所 弁護士

　AGC株式会社 社外監査役

　取締役（社外取締役）
　指名委員
　報酬委員

佐々江　賢一郎

　公益財団法人日本国際問題研究所 理事長
　セーレン株式会社 社外取締役
　富士通株式会社 社外取締役
　アサヒグループホールディングス株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　監査委員 園　　　　　潔

　株式会社三菱UFJ銀行 特別顧問
　南海電気鉄道株式会社 社外取締役
　神奈川開発観光株式会社 社外取締役
　讀賣テレビ放送株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員 坂　本　秀　行

　日産自動車株式会社 取締役、執行役副社長
　愛知機械工業株式会社 取締役会長
　日産自動車九州株式会社 取締役会長

　取締役（社外取締役）
　監査委員 中　村　嘉　彦 　公認会計士中村嘉彦会計事務所

　西華産業株式会社 社外監査役
　取締役（社外取締役）
　報酬委員 田　川　丈　二 　日産自動車株式会社 専務執行役員

　ルノー 社外取締役
　取締役（社外取締役）
　監査委員 幾　島　剛　彦 　日産自動車株式会社 常務執行役員

3. 会社役員に関する事項

（１）取締役（2022年３月31日現在）

(注) １. 監査委員中村嘉彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

２. 監査委員園潔氏は、金融機関における長年の職務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。
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会社役員に関する事項

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況等
　代表執行役社長
　兼 最高経営責任者 加　藤　隆　雄

　代表執行役副社長 長　岡　　　宏 　ものづくり担当

　代表執行役副社長 矢田部　陽一郎 　営業担当

　代表執行役副社長 池　谷　光　司 　CFO

　上席執行役 稲　田　仁　士 　コーポレートガバナンス担当

　上席執行役 服　部　行　博 　購買担当

　上席執行役 辻　　　　　昇 　コーポレートガバナンス担当役員補佐

　執行役 平　形　紀　明 　経営戦略本部長

　執行役 山　田　耕　司 　TCS(Total Customer Satisfaction)本部長

　執行役 並　木　恒　一 　商品戦略担当
　兼 商品戦略本部長

　執行役 北　尾　光　教 　生産担当

　執行役 シグノリエロ ジョン 　グローバルマーケティング＆セールス担当

３. 当社は、日常的に監査を実施するとともに情報の収集や監査環境の整備に努め、監査委員会に対して適時・適切に
監査関連情報等を伝達し、監査業務全体の円滑な遂行を図ることを目的として、監査委員白地浩三氏を常勤の監査
委員として選定しております。

４. 取締役小林健氏は、2021年12月17日に株式会社三菱総合研究所の社外取締役に就任しました。
５. 取締役佐々江賢一郎氏は、2021年６月28日に富士通株式会社の社外取締役に、2022年３月25日にアサヒグルー

プホールディングス株式会社の社外取締役に就任しました。
６. 取締役園潔氏は、三菱UFJニコス株式会社の社外取締役を2021年６月28日をもって退任しました。また、同氏は

2021年６月11日に神奈川開発観光株式会社の社外取締役に、2021年６月25日に讀賣テレビ放送株式会社の社外
取締役に就任しました。

７. 取締役坂本秀行氏は、2021年６月25日をもってジヤトコ株式会社の取締役会長を退任しました。
８. 取締役平工奉文氏、幸田真音氏、竹岡八重子氏、佐々江賢一郎氏及び中村嘉彦氏については、株式会社東京証券取

引所に独立役員として届け出ております。

（２）執行役（2022年３月31日現在）

(注) １. 加藤隆雄氏は、取締役を兼任しております。
２. 稲田仁士氏は、2022年３月31日をもって、上席執行役を退任しました。なお、同氏は、同年４月１日をもって、

当社顧問に就任しております。
３. 服部行博氏は、2022年３月31日をもって、上席執行役を退任しました。
４. 山田耕司氏は、2022年３月31日をもって、執行役を退任しました。なお、同氏は、同年４月１日をもって、TCS

本部 本部長補佐に就任しております。
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会社役員に関する事項

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況等
　代表執行役社長
　兼 最高経営責任者 加　藤　隆　雄

　代表執行役副社長 長　岡　　　宏 　ものづくり担当

　代表執行役副社長 矢田部　陽一郎 　営業担当

　代表執行役副社長 池　谷　光　司 　CFO

　上席執行役 辻　　　　　昇 　コーポレートガバナンス担当

　上席執行役 北　尾　光　教 　生産担当

　上席執行役 中　村　達　夫 　副社長補佐（営業戦略・改革担当）

　執行役 平　形　紀　明 　経営戦略本部長

　執行役 並　木　恒　一 　商品戦略担当
　兼 商品戦略本部長

　執行役 シグノリエロ ジョン 　グローバルマーケティング＆セールス担当

　執行役 吉　田　知　夫 　購買担当

　執行役 廣　實　郁　郎
　内部統制・管理担当
　兼 管理本部長
　兼 総務・コミュニケーション・サステナビリティ本部
　　 総務（渉外担当）

５. 2022年４月１日現在の執行役の状況は以下のとおりであります。
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会社役員に関する事項２

役員区分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の支給人員（名）及び総額（百万円）
金銭報酬 株式報酬 金銭報酬

基本報酬 短期
業績連動報酬 個人加算報酬 中長期

業績連動報酬 繰延退任時報酬
過年度業績に連動
して付与された

新株予約権
その他

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

取締役
(うち社外取締役)

229

(195)

14

(13)

229

(195)
－ － － － － － － － － － － －

執行役 659 12 464 12 127 12 24 － － 12 19 1 2 １ 20

合計 889 26 693 12 127 12 24 － － 12 19 1 2 １ 20

（３）役員の報酬等

①当事業年度に係る報酬等の総額（2021年4月1日から2022年3月31日までの１年間）

(注) １. 上記の表中の取締役数は、当事業年度中に在籍した取締役の合計人数15名のうち、取締役としての報酬を受けた人
数を表しており、また、当事業年度中に退任した取締役2名（うち社外取締役2名）を含んでおります。

２. 執行役を兼任する取締役に対しては、執行役としての報酬等を支給しており、取締役としての報酬等は支給してお
りません。

３. 2020年度業績を踏まえ、以下のとおり当事業年度の報酬を減額しております。上記の表には、減額後の額を記載
しております。

　　執行役につき、「中長期業績連動報酬」は不支給とし、中期業績連動報酬以外の報酬については、10%～12%を減
額しております。

　　社外取締役を含む非業務執行取締役より、報酬の一部返納の申し出を受け、基本報酬につき5%～12%の減額とな
っています｡

４. 当社は、2017年度から2020年度に、業務執行取締役に当該各事業年度の前年度業績等に連動した報酬として新株
予約権を付与しました。「過年度業績に連動して付与された新株予約権」は、これらの新株予約権にかかる当事業
年度における費用計上額を記載しております。

５. 「短期業績連動報酬」及び「個人加算報酬」については2021年度の業績評価が終了しておらず、支給予定額が未
確定であるため、当事業年度に引当金として計上した金額を記載しております。

６. 「繰延退任時報酬」は、当社が2020年度より導入した役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、BIP信
託）を使った固定報酬です。上記の表中には、BIP信託において当事業年度中に付与した84,780ポイント（当社株
式数にして84,780株相当）に係る費用計上額18百万円、及びBIP信託の対象外となる外国籍役員1名向けに金銭で
代替して支給する予定の繰延退任時報酬の当事業年度の引当金計上額１百万円の合算値を記載しています。

７. 「その他」は、執行役１名に対する税金調整手当、住宅手当、その他フリンジベネフィット相当額20百万円であり
ます。
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会社役員に関する事項２

金銭報酬 株式報酬

基本報酬 短期
業績連動報酬

個人加算
報酬

中長期
業績連動報酬

繰延退任時
報酬

5.0～6.5 1.5～2.0 0～0.5 1.0～2.0 0.5～1.0

②役員等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針
　当社は、会社法に従い、報酬委員会が取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定
めております。また、当社報酬委員会において、当該方針に則り個々の報酬類型を設計し、その設計に従って、
適切な審議等を経て当事業年度に係る取締役及び執行役の個人別の報酬等を決定し、又は決定する予定であり、
同方針に沿うものであると判断しています。

＜基本的な考え方＞
　　①　当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること
　　②　執行役にとって、経営戦略・経営計画の完遂、目標とする会社業績の達成を適切に動機付けるための業績
　　　　連動性を備えた報酬制度であること
　　③　当社が経営を担う者に求める「経営人材のあるべき姿」に適う人材を確保できる報酬水準であること
　　④　株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものであること
　　⑤　報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

（ａ）取締役（執行役を兼務する取締役を除く）
　執行役を兼務しない取締役の報酬は、業務執行から独立した立場で執行全般を監督する役割であることを
踏まえて、固定報酬である基本報酬及び、指名委員会、報酬委員会及び監査委員会の委員長及び委員につい
ては職務に応じて加算される固定額の報酬のみとする方針であります。

（ｂ）執行役
　執行役（取締役を兼務する執行役を含む）の報酬は、株主との価値共有をしながら企業価値の持続的な向
上を図るとともに、社外や海外を含めて優秀な人材を確保することを目的として、基本報酬、短期業績連動
報酬及び個人加算報酬並びに、株式報酬（BIP信託（次ページ参照））として中長期業績連動報酬及び繰延退
任時報酬により構成する方針を決定しました。

　　【報酬構成比】
　　（役位によって構成比は異なります。役位ごとに報酬合計を10として構成比を決定しております。）

・基本報酬は、役位に応じた固定報酬です。
・短期業績連動報酬は、年度計画に基づき単年度業績目標の達成に向けたインセンティブとする報酬です。経

営目標の達成を目指すインセンティブとして有効に機能させるため、全社の経営目標に係る指標を設定する
こととしております。

・個人加算報酬は、各執行役（社長を除く）が会社全体の目標とは別に担当業務分野に応じて個々に設定する
目標の達成に向けたインセンティブとする報酬です。各執行役が、売上、利益、コスト削減、品質、生産性
向上等個々に設定した個別目標につき、執行役社長が承認・決定し、また、達成度合いの評価を行うことと
しております。支給額は、役位ごとに設定されている個人加算報酬の標準支給額に、０%～100%の範囲で
の目標の達成度合いを乗じて算出します。

・中長期業績連動報酬は、会社として目指す姿の実現に向けて中長期的な目標の達成に向けたインセンティブ
とする報酬です。製造業としてのパフォーマンスを測る指標、経営上の喫緊の課題、株主との価値共有を考
慮した指標を設定することとしております。

・繰延退任時報酬は、固定報酬の一部の支払いを繰り延べ、退任時に支払う報酬です。
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会社役員に関する事項２

業績指標 目標
（達成率100％） 実績 評価ウェイト

連結営業利益 500億円 873億円 50％
税引き後連結当期利益 200億円 740億円 50％

＜業績連動報酬について＞
・中長期業績連動報酬の当事業年度の業績指標及び実績は、同報酬を不支給とすることを期初に報酬委員会で

決定したため該当事項はありません。
・短期業績連動報酬の当事業年度の業績指標については､今次中期経営計画における2021年度の位置づけとし

て黒字化必達を図るために「連結営業利益」及び「税引き後連結当期利益」を指標として選択し、目標値
は、更に事業を成長させるインセンティブを与える観点から、全社経営目標よりも高い値を設定しておりま
す｡支給額は、役位ごとに設定されている短期業績連動報酬の標準支給額に目標の達成率を乗じて算出しま
す。目標の総合達成率は、達成率50%に相当する閾値（下限）、達成率80%に相当する閾値、及び達成率
100%に相当する閾値（上限）をもとに算出された評価指標ごとの目標達成率に、評価ウェイトを乗じた値
の合計です。なお、達成率50%に満たない指標は、当該値を０と扱います。

当事業年度（2021年度）における短期業績連動報酬の業績指標の目標、実績と評価ウェイト

（注）なお、各指標の実績額は出ておりますが、支給額は、個人加算報酬等と併せ今後開催される報酬委
員会の審議を経て決定予定です。

株式報酬（BIP信託）とは、対象役員が、当社の株式報酬規程に従って、一定のポイント数の付与を受けたう
えで受益者要件を充足した場合に、１ポイントあたり１株として換算のうえ、かかるポイント数の一定の割合
に相当する当社普通株式の交付を受け、残りのポイント数に相当する当社普通株式については信託内で換価し
たうえで換価処分金相当額の金銭を受領する仕組み（以下「当社株式等の交付等」という。）です。中長期業
績連動報酬は、３事業年度を対象として、対象役員の役位及び業績目標達成度等に応じて当社株式等の交付等
が毎年行われます。ただし、中長期業績連動報酬については、上記のとおり当事業年度は不支給であるため、
当社株式等の交付等はありません。また、繰延退任時報酬は、役位に応じて毎年ポイントが付与され、原則と
して退任時に一括して当社株式等の交付等が行われます。対象役員が任用契約に違反していたことが判明した
場合、報酬委員会の判断により本制度における交付予定株式の受益権の全部又は一部を喪失させること（マル
ス）及び交付された株式等の全部又は一部の返還（クローバック）を請求することができます。対象役員は、
本制度を通じて取得した当社株式は、当社が定めるインサイダー取引防止規則及び関係する法令諸規則に服す
ることとされています。
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会社役員に関する事項３

氏　名 重要な兼職状況 当社との関係

平　工　奉　文 　－ 　－

宮　永　俊　一

三菱重工業株式会社
　取締役会長 自動車部品の購入等の取引があります。

三菱商事株式会社
　社外取締役 自動車の海外向け販売等の取引があります。

小　林　　　健

三菱商事株式会社
　取締役会長 自動車の海外向け販売等の取引があります。

日清食品ホールディングス株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

三菱重工業株式会社
　社外取締役 自動車部品の購入等の取引があります。

株式会社三菱総合研究所
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

幸　田　真　音

作家 特筆すべき関係はありません。

日本たばこ産業株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

株式会社日本取引所グループ
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

竹　岡　八重子

光和総合法律事務所
　弁護士 特筆すべき関係はありません。

AGC株式会社
　社外監査役 自動車部品の購入等の取引があります。

佐々江　賢一郎

公益財団法人日本国際問題研究所
　理事長 同法人の会員になっております。

セーレン株式会社
　社外取締役 自動車部品の購入等の取引があります。

富士通株式会社
　社外取締役 ソフトウェア利用等の取引があります。

アサヒグループホールディングス株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

（４）社外役員に関する事項

① 当社と重要な兼職先との関係（2022年３月31日現在）
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会社役員に関する事項３

氏　名 重要な兼職状況 当社との関係

園　　　　　潔

株式会社三菱UFJ銀行
　特別顧問 銀行取引があります。

南海電気鉄道株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

神奈川開発観光株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

讀賣テレビ放送株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

坂　本　秀　行

日産自動車株式会社
　取締役、執行役副社長 自動車のOEM供給等の取引があります。

愛知機械工業株式会社
　取締役会長 自動車部品の購入等の取引があります。

日産自動車九州株式会社
　取締役会長 特筆すべき関係はありません。

中　村　嘉　彦
公認会計士中村嘉彦会計事務所 特筆すべき関係はありません。

西華産業株式会社
　社外監査役 特筆すべき関係はありません。

田　川　丈　二
日産自動車株式会社
　専務執行役員 自動車のOEM供給等の取引があります。

ルノー
　社外取締役 自動車のOEM供給受け等の取引があります。

幾　島　剛　彦 日産自動車株式会社
　常務執行役員 自動車のOEM供給等の取引があります。
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氏　名 取締役会等の出席状況 取締役会等における発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

平　工　奉　文
取締役会 12回/12回
指名委員会 ９回/９回

経済産業省での要職経験、産業界全般にわたる豊富な見識を活かし、
業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言等を適
宜行っております。また、議長として取締役会の議事運営を担い、指
名委員会の委員として取締役候補選出や執行役選任の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

宮　永　俊　一
取締役会 15回/15回
報酬委員会 ９回/９回

世界各地で事業展開する製造業企業の経営トップとしての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、報酬委員会の委員長を務め、当社役員報酬制度の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

小　林　　　健
取締役会 15回/15回
指名委員会 10回/10回

グローバルな取引を展開する総合商社の経営トップとしての豊富な企
業経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣か
ら独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、指名委員会の委員として、取締役候補選出や執行役選任の審議
を行うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

幸　田　真　音
取締役会 15回/15回
指名委員会 10回/10回
報酬委員会 ９回/９回

国際金融に関する高い見識に加え、作家としての深い洞察力を活か
し、業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言等
を適宜行っております。
また、指名委員会の委員長を務め取締役候補選出や執行役選任の審議
を行い、報酬委員会の委員として当社役員報酬制度の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

竹　岡　八重子
取締役会 15回/15回
監査委員会 15回/15回

弁護士としての専門性を活かし、業務執行を担う経営陣から独立した
客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員長を務め、監査を通じた当社経営の健全性の
維持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

佐々江　賢一郎
取締役会 15回/15回
指名委員会 10回/10回
報酬委員会 ６回/６回

外務省での要職経験、外交官としての国際感覚と豊富な見識を活か
し、業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言等
を適宜行っております。
また、指名委員会の委員として、取締役候補選出や執行役選任の審議
を行い、報酬委員会の委員として当社役員報酬制度の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

園　　　　　潔
取締役会 15回/15回
監査委員会 15回/15回

国際的な金融機関での経営トップの歴任を通じた豊富な企業経営の経
験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から独立した
客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員として、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

坂　本　秀　行
取締役会 15回/15回
指名委員会 10回/10回

世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、指名委員会の委員として、取締役候補選出や執行役選任の審議
を行うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

② 主な活動状況
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会社役員に関する事項３

氏　名 取締役会等の出席状況 取締役会等における発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

中　村　嘉　彦
取締役会 15回/15回
監査委員会 15回/15回

公認会計士としての専門性を活かし、業務執行を担う経営陣から独立
した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員として、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

田　川　丈　二
取締役会 15回/15回
報酬委員会 ９回/９回

世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、報酬委員会の委員として当社役員報酬制度の審議を行うなど、
当社ガバナンスの向上に貢献しています。

幾　島　剛　彦
取締役会 15回/15回
監査委員会 12回/12回

世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員として、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンス向上に貢献しています。

（注）1. 平工奉文氏は2021年6月23日付で取締役に就任したため、出席対象となる取締役会の回数が他の取締役
と異なります。

2. 平工奉文氏、佐々江賢一郎氏及び幾島剛彦氏は2021年6月23日付で各々指名委員、報酬委員、監査委員
に就任したため、出席対象となる委員会の回数が他の取締役と異なります。

（５）責任限定契約の概要
　当社は、執行役を兼務しない取締役との間で会社法第423条第１項に定める責任について、７
百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする契約を
締結しております。

（６）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を以
下のとおり締結しております。
（ⅰ）被保険者の範囲
　当社及び当社子会社の取締役、執行役、監査役、執行役員等（退任者を含む）。
（ⅱ）保険契約の内容の概要
　被保険者が（ⅰ）の会社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因
して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償する
もの。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員等自身の損害等は補償
対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じてい
る。保険料は全額当社が負担する。
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連結貸借対照表

　■  連 結 計 算 書 類

連結貸借対照表（2022年３月31日現在） （単位：百万円）

資産

（資産の部） 1,928,443

流動資産 1,255,920

現金及び預金 511,502

受取手形、売掛金及び契約資産 119,829

販売金融債権 222,463

商品及び製品 192,292

仕掛品 53,266

原材料及び貯蔵品 54,033

短期貸付金 624

その他 111,367

貸倒引当金 △9,459

固定資産 672,523

有形固定資産 （429,455）

建物及び構築物 85,110

機械装置及び運搬具 132,116

工具、器具及び備品 64,638

土地 123,068

建設仮勘定 24,521

無形固定資産 （38,273）

無形固定資産 38,273

投資その他の資産 （204,794）

投資有価証券 98,433

長期貸付金 2,817

退職給付に係る資産 4,775

繰延税金資産 43,669

その他 58,818

貸倒引当金 △3,720

合計 1,928,443
　

負債及び純資産

（負債の部） 1,298,142
流動負債 1,084,173

支払手形及び買掛金 324,091
電子記録債務 56,612
短期借入金 21,778
コマーシャル・ペーパー 43,000
長期借入金（１年以内に返済予定） 292,134
リース債務 3,751
未払金及び未払費用 204,894
未払法人税等 8,487
製品保証引当金 50,029
その他 79,393

固定負債 213,968
長期借入金 95,768
リース債務 24,101
繰延税金負債 17,127
退職給付に係る負債 32,240
その他 44,731

（純資産の部） 630,301
株主資本 652,531

資本金 284,382
資本剰余金 199,837
利益剰余金 169,694
自己株式 △1,382

その他の包括利益累計額 △45,759
その他有価証券評価差額金 1,111
繰延ヘッジ損益 △31
為替換算調整勘定 △32,571
退職給付に係る調整累計額 △14,267

新株予約権 195

非支配株主持分 23,334

合計 1,928,443
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連結損益計算書

連結損益計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額
売上高 2,038,909
売上原価 1,676,459
売上総利益 362,450
販売費及び一般管理費 275,118
営業利益 87,331
営業外収益 （24,462）
受取利息・配当金 2,510
外国為替差益 9,241
持分法による投資利益 8,527
雇用調整助成金 919
その他 3,263

営業外費用 （10,824）
支払利息 5,085
訴訟関連費用 1,586
資金調達費用 1,476
その他 2,675
経常利益 100,969
特別利益 （7,131）
固定資産売却益 2,858
関係会社出資金売却益 2,791
資産除去債務戻入益 833
その他 648

特別損失 （13,411）
固定資産除却損 2,887
減損損失 1,451
ロシア事業関連損失 8,220
その他 851
税金等調整前当期純利益 94,689
法人税、住民税及び事業税 13,362
法人税等調整額 2,177

当期純利益 79,149
非支配株主に帰属する当期純利益 5,112
親会社株主に帰属する当期純利益 74,037
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貸借対照表

　■  計 算 書 類

貸借対照表（2022年３月31日現在） （単位：百万円）

資産
（資産の部） 985,999
流動資産 527,619

現金及び預金 169,037
売掛金 211,437
製品 29,637
仕掛品 33,815
原材料及び貯蔵品 19,300
前払費用 2,091
短期貸付金 10,670
未収入金 46,531
その他 13,984
貸倒引当金 △8,887

固定資産 458,380
有形固定資産 (208,862)

建物 30,289
構築物 4,237
機械装置 52,764
車両運搬具 621
工具、器具及び備品 45,187
土地 69,381
建設仮勘定 6,380

無形固定資産 (34,214)
無形固定資産 34,214

投資その他の資産 (215,302)
投資有価証券 8,526
関係会社株式 173,006
長期貸付金 374
関係会社出資金 6,321
保証金 5,342
長期前払費用 16,398
その他 5,785
貸倒引当金 △452

合計 985,999
　

負債及び純資産
（負債の部） 667,873
流動負債 647,995

電子記録債務 55,407
買掛金 201,907
短期借入金 200,000
リース債務 499
未払金 117,902
未払費用 8,891
未払法人税等 2,621
預り金 9,696
製品保証引当金 28,931
その他 22,137

固定負債 19,878
リース債務 73
預り保証金 1,829
退職給付引当金 8,577
繰延税金負債 1,021
資産除去債務 3,807
その他 4,568

（純資産の部） 318,125
株主資本 316,991

資本金 284,382
資本剰余金 203,694

資本準備金 118,680
その他資本剰余金 85,013

利益剰余金 △169,702
利益準備金 5,605
その他利益剰余金 △175,308

繰越利益剰余金 △175,308
自己株式 △1,382

評価・換算差額等 939

その他有価証券評価差額金 939
新株予約権 195
合計 985,999
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損益計算書

損益計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

売上高 1,614,787
売上原価 1,410,172
売上総利益 204,614
販売費及び一般管理費 170,291
営業利益 34,323
営業外収益 （23,172）
受取利息・配当金 10,012
外国為替差益 10,828
その他 2,332

営業外費用 （5,402）
支払利息 1,026
その他 4,375

経常利益 52,093
特別利益 （4,864）
固定資産売却益 2,700
関係会社出資金売却益 1,945
その他 218

特別損失 （15,123）
固定資産除却損 2,448
ロシア事業関連損失 6,491
関係会社出資金評価損 4,283
その他 1,899

税引前当期純利益 41,835
法人税、住民税及び事業税 1,971
法人税等調整額 △285

当期純利益 40,149
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 田 慶 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 太 一

独立監査人の監査報告書
２０２２年５月１９日

三菱自動車工業株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、三菱自動車工業株式会社の２０２１年４月１日
から２０２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、三菱自動車工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されてい
るとおり、会社及び国内連結子会社は当連結会計年度より、有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額
法へ変更するとともに、機械装置の耐用年数を見直している。併せて、有形固定資産の残存価額を備忘価額
に変更している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

　■  監 査 報 告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 田 慶 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 太 一

独立監査人の監査報告書
２０２２年５月１９日

三菱自動車工業株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、三菱自動車工業株式会社の２０２１年４
月１日から２０２２年３月３１日までの２０２１年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

強調事項
　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されてい
るとおり、会社は当事業年度より、有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法へ変更するとともに、
機械装置の耐用年数を見直している。併せて、有形固定資産の残存価額を備忘価額に変更している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

会計監査人の監査報告書
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査委員会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの2021年度における取締役及び執行役の職務の
執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　監査委員会は、会社法第416条第1項第1号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方
法で監査を実施しました。
⑴ 監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も

活用しながら、会社の内部監査部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職
務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役、執行役及び使用人等並びにEY新日本有限責任監査
法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　なお、監査上の主要な検討事項については、EY新日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監
査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査委員会の監査報告書
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監査委員会の監査報告

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、財務報告に係る内部
統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月20日

三菱自動車工業株式会社　監査委員会

監査委員 竹　岡　八重子 ㊞
監査委員 園 潔 ㊞
監査委員 中 村 嘉 彦 ㊞
監査委員 幾 島 剛 彦 ㊞
監査委員（常勤）白 地 浩 三 ㊞

（注）監査委員竹岡八重子、園潔、中村嘉彦及び幾島剛彦は、会社法第2条第15号及び第400条第３項に規定する
社外取締役であります。

以　上

64



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

メモ

メ　　モ　　欄



2022/05/25 9:38:47 / 21827001_三菱自動車工業株式会社_招集通知

地図

会場 東京都港区白金台一丁目１番50号
シェラトン都ホテル東京　地下２階　醍醐
◎お車でのご来場は、ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

交通

東京メトロ南北線
都営地下鉄三田線
① 白金台駅(2番出口) から徒歩４分
　
② 白金高輪駅(1番出口) から徒歩５分
　　

第53回定時株主総会会場ご案内略図
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表紙

■事業報告
当社の新株予約権等に関する事項 １
会計監査人の状況 ２
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 ３

■連結計算書類
連結株主資本等変動計算書 10
連結注記表 11

■計算書類
株主資本等変動計算書 31
個別注記表 32

第53回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

2021年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

本内容は、法令及び当社定款第13条に基づき、当社ウェブサイトに掲載しているものです。
（https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html）



2022/05/25 9:37:37 / 21827003_三菱自動車工業株式会社_招集通知：Web開示

当社の新株予約権等に関する事項

当社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）

発行年度  役員の保有状況 目的となる株式
の種類及び数

発行価額
（１個当たり）

行使
価額 権利行使期間

第１回
新株予約権 2017年度

当社取締役
(社外取締役を除く)

１名
当社執行役

１名

842個 普通株式
67,044株 41,200円 1円 2020年５月１日

～2070年４月30日

第４回
新株予約権 2020年度 当社執行役

１名 150個 普通株式
47,573株 40,000円 1円 2023年５月１日

～2053年４月30日

　2021年度末日における新株予約権の状況
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会計監査人の状況

項　　目 支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 278百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 368

会計監査人の状況
１　会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社の重要な子会社のうち、ミツビシ・モーターズ・ノース・アメリカ・インク（米国）、ミツビシ・モータ
ーズ（タイランド）・カンパニー・リミテッド（タイ）ほか５社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は
監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者も含む。）の監査を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

３　監査委員会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
　　　監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、監査体制、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、当
社会計監査人に対する2021年度監査報酬は妥当と判断いたしました。

４　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して計算書類等の英文翻訳の確認作業を委託し、その対価を支
払っております。

５　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合、監査委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨及び解任の理由を報告いたします。
また、監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案とします。
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１　業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループの社員が、未来を向き、同じ考えを共有し、一丸となって行動してい
けるように、ビジョン・ミッションを制定しています。そして、ビジョンを実現するためのミ
ッションに向けて社員一人ひとりが実践しなければならない心構えと行動としてのMMC WAY、
さらに、これらの基礎となり、全ての役員・社員が守るべき規範としてグローバル行動規範を
制定しています。
　また、業務の適正を確保するための体制を整備するため、取締役会において「内部統制シス
テム構築に関する基本方針」を以下のとおり決議しています。

「内部統制システム構築に関する基本方針」

(1)当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①当社は、法令や定款、社会規範を遵守するために行動規範の制定、組織体制構築、教育・

研修を実施するほか、内部通報窓口を設置するとともに、その情報を予防・是正・再発防
止に活用する。

②当社の経営を監視するために社外取締役を選任し、社外取締役である監査委員を含む監査
委員会により、監査の充実を図る。

③当社の内部監査部門は、当社の業務遂行が法令、定款、社内規定等に違反していないかに
ついて厳しく監査する。問題点が発見された場合は、関連する取締役等に報告し、以降の
改善状況を定期的に確認する。

④当社の会社法に基づく内部統制対応の中核組織として、執行役CEOを委員長、グローバ
ルリスクコントロール担当役員を副委員長とする内部統制委員会を設置する。

(2)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社の業務上のリスクについては、取締役会や経営会議への付議基準をそれぞれ取締役会

規則、経営会議規則において明確に定め、それに基づき運用する。
②当社の各部門等の組織単位でリスク管理の責任者を任命し、この責任者を核にリスク管理

体制の確立・強化を図る。
③当社にリスク管理推進担当組織を設置し、全社的なリスク管理体制の整備・強化に努め

る。
④不測の事態が発生した場合に備え、速やかに当社の取締役等へ情報を伝え、迅速で的確な

対応ができるよう体制を整備する。

(3)当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社は、全社的な経営計画を定め、その実現に向けた各機能組織の具体的な業務目標と執

行方法を明確にし、取締役が定期的に実施状況の報告を受け、経営効率の維持・向上を図
る。
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業務の適正を確保するための体制

②当社の取締役及び執行役の責任・権限を明確にし、取締役会規則及び経営会議規則等に基
づき、取締役会や経営会議等の効率的な業務執行を行う。

③当社の効率的な組織運営・業務執行を行う体制を整備し、迅速かつ機動的に重要事項の意
思決定を行える体制を構築するため、取締役会は、法令の定める範囲において、業務執行
の決定を幅広く執行役に委任することにより、職務執行が効率的に行われることを確保す
る。

④当社の意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高
い権限基準を整備する。

(4)当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、社内規定等に基づき、執行役の職務の執行に係る情報を文書又は電子データとし

て作成し、管理責任者を定め、情報の重要度に応じて、作成方法、保存方法、保存期間、
複写・廃棄方法等を定め、適正に管理する。

(5)当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社は、各当社子会社の主管組織、当社子会社管理に関する責任と権限、管理の方法等を

社内規定等により定め、企業集団における業務の適正な運用を確保する。
②当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、当社子会社に対する指導・管理等を通じて、

当社子会社の役職員による法令及び定款に則った適正な業務遂行、当社の定める行動規範
の遵守、及び業務監査の体制整備・充実を図る。

③当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、当社子会社に対するリスク管理の実施の指導
等を通じて、当社子会社におけるリスク管理体制の整備・強化に努める。

④当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、関係会社管理業務規則その他の社内規定等に
従った当社子会社の指導、管理等を通じて、当社子会社の強化、発展及び合理化の促進を
図る。

⑤当社は、当社子会社の事業、業績、財務状況その他の重要な情報について、当社への事前
又は事後の説明・報告が行われるよう関係会社管理業務規則その他の社内規定等を整備す
る。

⑥当社及び当社子会社が各々の財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・
開示するために必要な組織・社内規定等を整備する。

(6)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・当社の監査委員会の職務を補佐するための組織を設け、専任者を配置する。

(7)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の当社の執行役からの独立性及び当該
取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①当社の監査委員会の職務を補助すべき使用人は、執行役又は他部署の使用人を兼務せず、
もっぱら監査委員会の指揮命令を受けてその職務を遂行する。
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業務の適正を確保するための体制

②当社の監査委員会の職務を補佐するための専任者の人事異動については、事前に監査委員
会の意見を徴する。また、当該専任者の評価は、監査委員会が実施する。

(8)当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役及び使用人並びに当社子会社の取締
役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査委員会に報告をするための
体制その他当社の監査委員会への報告に関する体制

①当社の監査委員は、当社の取締役会はもとより、その他の重要な会議に出席する。
②当社は、経営、コンプライアンス等に係る当社及び当社子会社内の重要情報が確実に監査

委員会に提供される仕組みを整備し、運用を徹底する。
③当社及び当社子会社の役職員は、当社の監査委員会から業務執行に関する事項について報

告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
④執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、ただちに監査

委員に報告する。

(9)第８項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

・当社は、当社の監査委員会に対して直接又は間接的に報告を行った当社及び当社子会社の
役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、
その旨を当社及び当社子会社の役職員に周知徹底する。

(10)当社の監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

・当社は、当社の監査委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第404条第４項
に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係
る費用又は債務が当該監査委員の職務の執行に必要でないと証明された場合を除き、速や
かに当該費用又は債務を処理する。

(11)その他当社の監査委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
・当社の監査委員会は、執行役CEOとの定期的な意見交換を行い、また内部監査部門や会

計監査人とも連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

(12)反社会的勢力排除に向けた体制
・当社及び当社子会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の不当な要求に対

しては、組織全体として毅然とした態度で対応し、反社会的勢力との関わりを一切持たな
いよう対処する。

（注）当社は、2021年4月1日付で執行役CEOの役位の名称を執行役社長兼最高経営責任者
に変更しました。
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業務の適正を確保するための体制

２　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、「内部統制システム構築に関する基本方針」に基づき、毎事業年度において内部統
制の運用実施部門における活動が自律的に実施され、必要に応じ改善が図られることを、内部
統制委員会及び取締役会で確認しています。具体的な運用状況の概要は以下のとおりです。

(1)当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、グローバルな活動を視野に、グローバル行動規範を制定し、グローバルリスクコ

ントロール担当役員の下、各本部で任命されたコンプライアンス・オフィサーを通して法
令、社内規定、社会規範等を遵守する取組みを浸透させる体制を構築・実践し、発生事案
に対する再発防止策に取り組んでいます。そして、これらの取組みは、年に2回開催する
コンプライアンス委員会にて、グローバルリスクコントロール担当役員を含めた各コンプ
ライアンス・オフィサー間で共有し未然防止に役立てています。なお、国内外主要関係会
社においても、コンプライアンス・オフィサーと情報セキュリティ管理責任者を設置し、
情報セキュリティ・コンプライアンスのリスク低減活動を継続しています。教育・研修の
面においても、コンプライアンス部、人事部門が中心となり、当社新入社員、キャリア社
員、昇進者等、階層別にコンプライアンス教育を実施し、当社全従業員向けには、コンプ
ライアンス基礎講座や情報セキュリティ、時間外・休日労働時間などの教育をe-
Learningにて行っています。2021年度は法令教育の充実化を図ったほか、全役員対象の
コンプライアンス研修、管理職層対象のコミュニケーション研修、管理職対象の外部講師
による講演会を実施しました。また、国内外の主要関係会社では、各社独自の課題に対す
る教育や指導を各社で適宜行っております。そして、不正の防止・早期発見及び自浄作用
の発揮のために、当社従業員及び国内関係会社従業員が通報、相談することができる社内
窓口（社員相談室）や外部弁護士が対応する窓口のほか、国内外の主要関係会社の従業員
も利用できる三菱自動車グローバル内部通報窓口を設置しています。この三菱自動車グロ
ーバル内部通報窓口は、社外の専門会社に設置し、匿名通報の受付けも可能としていま
す。また、三菱自動車本社が関係会社の通報内容も確認できる仕組みとし、グループ全体
のリスクを把握・管理する体制を構築し運用しています。

・取締役会は11名の社外取締役を含む13名で構成され、社外取締役は、それぞれの豊富な
経験及び高い見識に基づき、取締役会における経営の意思決定及び個々の取締役・執行役
の職務の執行をより客観的に監視･監督しています。2019年６月に監査役会設置会社から
指名委員会等設置会社へと移行し、取締役及び執行役等の指名及び報酬の決定に関する手
続の透明性及び客観性を確保するとともに、監督と執行の分離を明確にし、一層のガバナ
ンス強化と経営の透明性の確保に努めています。

・独立性の確保、グローバル対応の監査、及び経営上必要な調査対応への迅速化を図るた
め、執行役社長直下の監査本部にて監査を実施し、監査委員会及び会計監査人とも適宜情
報の共有を図っています。

6



2022/05/25 9:37:37 / 21827003_三菱自動車工業株式会社_招集通知：Web開示

業務の適正を確保するための体制

・執行役社長を委員長、グローバルリスクコントロール担当役員を副委員長とする内部統制
委員会の下に、コンプライアンス委員会（含む安全保障関連法規遵守委員会）、情報セキ
ュリティ委員会、BCM委員会、J-SOX推進会議を設置し、各活動の計画、実施状況及び
課題を確認し、内部統制委員会に報告・審議のうえ、取締役会に報告しています。

(2)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、社内規則に基づき、関係会社を含む全社的なリスク管理推進担当組織を設置し、

リスク調査や関係役員へのヒアリングを行ったうえで洗い出した全社的リスクに対して、
担当する管理責任者を決定し、リスク低減の取組みを実施しています。また、本部等組織
単位でリスク管理責任者を任命し、担当業務に関わるリスクの洗い出し及び低減に向けた
活動を行っています。これらの取組みや活動の実施状況を内部統制委員会にて確認してい
ます。

・不測の事態の発生に備えて、社内規則に基づき、緊急時の対策本部組織及び対応要領を規
定し、速やかに取締役等への情報伝達を行い、迅速で的確な対応ができる体制を整備し運
用しています。

(3)当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、経営効率の維持・向上を図るため社内規則に基づき、中長期経営計画及び年度経

営計画を取締役会等で決議のうえ、定期的に実施している経営会議やORM（Operation 
Review Meeting）で実施状況のフォローを行っています。また、意思決定の効率化と責
任の明確化のため、各階層に対する詳細な権限委譲規定を制定しています。さらに、効率
的な業務執行を行うため、機能毎に配した執行責任者の下、組織のフラット化と階層の簡
素化を実施しています。

(4)当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、取締役会関連文書等の情報の保管・保存について適正な管理を推進するために、

社内規定に基づき文書の管理責任者を定め取締役会関連文書等の情報の保管・保存につい
て適正な管理を推進しています。

(5)当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、主要関係会社においても、各社社長又はCEOを委員長とする内部統制委員会を

設置し、内部統制の運用を行っています。また、社内規則に基づき、それぞれの関係会社
に対する経営全般の管理責任部門として一次管理担当部門を定めるとともに、機能部門
（生産、開発、購買、販売）、及びコーポレート部門がその役割に応じて一次管理担当部
門をサポートする体制を整備し、関係会社の強化、発展を促進するため様々な支援・牽
制・監督を行っています。

・当社は、子会社の重要情報について当社へ適時適切な報告が行われるよう社内規則を整備
し、これに則った運用を推進しています。

・当社は、財務報告の適正性を確保するため、社内規則に基づき、当社及び関係会社の体制
整備、評価範囲、評価対象会社の評価状況、改善状況等のフォロー・取りまとめを行う専
門の組織を設置し運用しています。
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(6)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・当社は、社内規定に基づき、監査委員会の職務を補佐するための組織を設置し、他部署を

兼務しない専任スタッフを配置しています。

(7)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の当社の執行役からの独立性及び当該
取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・当社の監査委員会の職務を補佐するための専任スタッフは、もっぱら監査委員会の指揮命
令により、その職務を遂行し、また、専任スタッフの人事異動は監査委員会の同意の下で
実施し、専任スタッフの人事評価は監査委員会が実施しています。

(8)当社の取締役（監査委員である取締役を除く。)、執行役及び使用人並びに当社子会社の取締
役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査委員会に報告をするための
体制その他当社の監査委員会への報告に関する体制

・当社の監査委員は、社内規定に基づき、当社の取締役会その他重要な会議に出席していま
す。

・当社は社内規定に基づき、当社及び当社子会社の重要情報が確実に監査委員会に提供され
る体制を整備・運用しています。また、法令に定める文書又は記録を監査委員会に提出す
るほか監査委員会が必要と認めた文書又は記録の請求がある場合には速やかに対応してい
ます。

(9)第８項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

・当社は、当社の監査委員会に対して、直接又は間接的に報告を行った当社及び当社子会社
の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止
し、これをグローバル行動規範及び社内規定に定めています。当社は、この規定をイント
ラネットに掲載し、当社及び当社子会社の役職員への周知を図っています。

(10)当社の監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

・当社は、当社の監査委員会がその職務の執行について生ずる費用に対応するため、監査委
員会からの申請に基づき毎事業年度一定額の予算を確保しています。また、その後追加的
に必要になった費用について請求があった場合も、当社が速やかに当該費用又は債務を処
理することとしております。
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業務の適正を確保するための体制

(11)その他当社の監査委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
・当社の監査委員会は、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図るため、年度監査

計画に基づき、取締役会への監査委員会活動報告及び執行役社長との意見交換を行うとと
もに、内部監査部門等及び会計監査人と定期ミーティングを実施する等の連携を図ってお
ります。また、部門別ヒアリングを定期的に実施しています。

(12)反社会的勢力排除に向けた体制
・当社は、グローバル行動規範において、反社会的勢力との関係を遮断することを規定して

います。また、当社及び当社国内子会社では、対応マニュアルを整備のうえ、全役職員へ
の周知を図っています。
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連結株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 284,382 199,950 95,928 △1,659 578,602
　会計方針の変更による
　累積的影響額 △271 △271

会計方針の変更を反映した
当連結会計年度期首残高 284,382 199,950 95,656 △1,659 578,330

当連結会計年度中の変動額
　　親会社株主に帰属する

当期純利益 74,037 74,037

　　自己株式の取得 △0 △0
　　自己株式の処分 3 3
　　新株予約権の行使 △113 273 160
　　株主資本以外の項目の
　　当連結会計年度変動額（純額）
当連結会計年度変動額合計 － △113 74,037 276 74,201
当連結会計年度期末残高 284,382 199,837 169,694 △1,382 652,531

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 511 △554 △63,035 △7,617 △70,696 352 16,993 525,251
　会計方針の変更による
　累積的影響額 △271

会計方針の変更を反映した
当連結会計年度期首残高 511 △554 △63,035 △7,617 △70,696 352 16,993 524,980

当連結会計年度中の変動額
　　親会社株主に帰属する

当期純利益 74,037

　　自己株式の取得 △0
　　自己株式の処分 3
　　新株予約権の行使 160
　　株主資本以外の項目の
　　当連結会計年度変動額（純額） 600 523 30,464 △6,650 24,937 △157 6,341 31,120

当連結会計年度変動額合計 600 523 30,464 △6,650 24,937 △157 6,341 105,321
当連結会計年度期末残高 1,111 △31 △32,571 △14,267 △45,759 195 23,334 630,301

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　35社
主要な連結子会社の名称

東日本三菱自動車販売株式会社、三菱自動車ファイナンス株式会社、ミツビシ・モ
ーターズ・ノース・アメリカ・インク、ミツビシ・モーターズ・ヨーロッパ・ビ
ー・ブイ、ミツビシ・モーターズ（タイランド）・カンパニー・リミテッド、ミツ
ビシ・モーターズ・オーストラリア・リミテッド　他

②　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

株式会社ＭＭＣウイング　他
連結の範囲から除いた理由

上記の非連結子会社は総資産・売上高・当期純損益及び利益剰余金等がいずれも小
規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の
範囲から除いております。
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連結注記表

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　18社
なお、当連結会計年度末において持分法適用の非連結子会社はありません。
主要な会社等の名称

ジヤトコ株式会社、広汽三菱汽車有限公司　他
持分法適用範囲の変更

在ロシアの販売会社であるエムエムシー・ルス・エルエルシーについては、株式の
取得により持分法適用の範囲に含めております。
また、在ロシアの販売会社の親会社であるエフエフ・シェッフェ・ビー・ブイにつ
いては清算により、東南(福建)汽車工業有限公司については、出資持分の売却によ
り、持分法適用の範囲から除外しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）

株式会社ＭＭＣウイング　他
（関連会社）

ダイヤモンドF.C.パートナーズ株式会社　他
持分法を適用していない理由

上記の持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は当期純損益・利益剰余
金等に関していずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を与
えていないため持分法を適用しておりません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社のうち決算日（12月31日）が連結決算日（３月31日）と異なる連結
子会社は、３月31日に仮決算を行い連結しております。
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連結注記表

⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法
(ⅰ) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(ⅱ) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法（特例処理した金利スワップを除く。）

(ⅲ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につ
いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、又は個別法による原価法（貸借
対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し、在外連
結子会社は主として個別法による低価法を採用しております。

②　固定資産の減価償却の方法
(ⅰ) 有形固定資産（リース資産を除く。）

当社及び連結子会社は、主として定額法を採用しております。なお、耐用年数につ
いては、当社及び一部の国内連結子会社は見積耐用年数を使用しており、その他の
国内連結子会社は法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。在外連
結子会社は使用見込年数を耐用年数としております。

(ⅱ) 無形固定資産（リース資産を除く。）
当社及び国内連結子会社は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。在外連結子会社は主として利用可能期間に基づく定額法を採用しており
ます。

(ⅲ) リース資産
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係るリース資産及び在外連結子会社の使用権資
産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とした定額法を採用してお
り、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価
保証額とし、それ以外のものは零としております。
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連結注記表

③　引当金の計上基準
(ⅰ) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

(ⅱ) 製品保証引当金
当社及び国内連結子会社は製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるた
め、保証書の約款に従い過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上して
おります。
在外連結子会社は、製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過
去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しております。

(ⅲ) 燃費試験関連損失引当金
燃費試験に関連した損失に備えるため、当連結会計年度末において合理的に見積る
ことが可能な金額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
自動車事業の主要な履行義務は車両及び部品販売となります。この車両及び部品販
売における履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）について
は、車両引渡し等財又はサービスに対する支配が顧客に移転した時点で収益を認識
しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める
代替的な取扱いを適用し、国内等の一部の販売において、出荷時から当該商品又は
製品の支払いが顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷
時に収益を認識しております。また、販売会社に対する販売奨励金の支払いは、取
引価格の算定における変動対価として考慮されることになり、財又はサービスに対
する支配が移転した期間において、将来に支払うと見込まれた販売奨励金の見積り
額を売上高から控除しております。
製品の販売等に関連して提供している製品保証については、販売された製品が顧客
との間で合意された仕様に従っているという保証であるため、当該保証に関連する
費用に対して製品保証引当金を認識しております。
金融事業における主要な履行義務は、販売金融及びリースに係るサービスの提供
（リース取引の満了・解約に伴う物件販売等を含む）となります。販売金融におけ
る利息収入については、契約期間にわたり利息法に基づき計上しております。リー
スにおけるリース収益については、オペレーティング・リースはリース期間にわた
り均等に計上し、ファイナンス・リースはリース期間中の各期に受け取るリース料
を各期のリース収益として計上しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(ⅰ) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債
は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び
非支配株主持分に含めて計上しております。

(ⅱ) ヘッジ会計の方法
為替予約　　　繰延ヘッジ処理（予定取引に係るもの）
金利スワップ　繰延ヘッジ処理又は金融商品に関する会計基準に定める特例処理

(ⅲ) 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、
純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

(ⅳ) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

(ⅴ) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算
制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」
（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグルー
プ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取
扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２
月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい
て、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人
税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱を定めた「グループ
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通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第
42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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2．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」 （企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービス
の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識しております。
これにより、当社及び国内子会社における顧客との契約において、従来は車両登録の時点
で収益を認識していた取引の一部については、販売会社において財又はサービスに対する
支配が顧客へ移転した時点において収益を認識しております。
また、販売会社に対する販売奨励金の支払いは、取引価格の算定における変動対価として
考慮されることになり、財又はサービスに対する支配が販売会社へ移転した会計期間にお
いて、将来に支払うと見込まれる販売奨励金の見積り額を売上高から控除しております。
さらに、有償支給取引について、従来は有償支給した支給品について消滅を認識していま
したが、支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない方法に
変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し
た場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高か
ら新たな会計方針を適用しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手
形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示
しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照
表は、仕掛品が20,592百万円、支払手形及び買掛金が19,044百万円それぞれ増加して
おります。当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高が7,806百万円減少、売上原価が
326百万円増加、販売費及び一般管理費が8,090百万円減少、営業外収益が81百万円増
加したことにより、営業利益が41百万円減少、経常利益及び税金等調整前当期純利益が
それぞれ40百万円増加しております。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等
変動計算書の利益剰余金の期首残高が271百万円減少しております。
なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響
は軽微であります。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第
19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44
－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を
将来にわたって適用しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。ま
た、「10．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に
関する事項等の注記を行うことといたしました。

3．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び国内連結子会社では、有形固定資産の減価償却方法について、一部の有形
固定資産について定率法を採用していましたが、当連結会計年度より定額法に変更してお
ります。
当社グループでは、ルノーS.A及び日産自動車株式会社と戦略的アライアンスを締結し、
グローバルレベルでの生産体制の強化・最適化を図っております。また、アライアンスに
おいて新技術の開発分担、車両プラットフォームの共通化、購買機能や生産拠点の共用等
を推し進めております。
このような環境の中で、2020年７月の新中期経営計画の策定立案を契機として、2021
年度から構造改革のため国内工場の生産集約を実施しております。当社グループの有形固
定資産の使用実態及び設備投資の内容を検討した結果、安定的な生産により有形固定資産
の平準化された稼働が見込まれることから、耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額
法を採用することが期間損益計算をより適切に行う方法であると判断しました。
さらに、減価償却方法の変更にあわせて有形固定資産の使用見込期間の再検討を行った結
果、一部の機械装置については、より実態に即した経済的使用可能予測に基づく耐用年数
に変更しております。また、耐用年数経過後の有形固定資産について除却時点の価値を検
討した結果、一部の有形固定資産の残存価額を備忘価額の１円に変更しております。
以上の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ13,898百万円増加しております。
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当連結会計年度
（百万円）

市場措置に関する負債 37,962

4．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、流動負債に区分掲記しておりました「燃費試験関連損失引当
金」（前連結会計年度1,066百万円）は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年
度より「その他」に含めて表示しております。なお、「その他」に含めた「燃費試験関連
損失引当金」は595百万円であります。

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「資金調達費用」
（前連結会計年度1,603百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区
分掲記しております。

5．会計上の見積りに関する注記
（１）市場措置に関する負債

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（連結貸借対照表の未払金及び未払費用に含まれております。）
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(ⅰ) 算出方法
当社グループは、各国の安全・環境に関する規制の下で、規制に適合しない販売
済みの製品について、自主的な回収・修理を行うことによる将来発生費用を合理
的に見積り計上しております。将来発生費用の見積りについては、それらの支出
が発生する可能性が高く、かつ合理的に見積ることができる場合に、1台当たりの
発生費用及び対象台数、対象車両の回収・修理の実施率等を加味して算出してお
ります。

(ⅱ) 主要な仮定
将来発生費用の算出に用いた主要な仮定は回収・修理の実施率であり、販売地
域、車齢別の過去実績等に基づき見積りを行っております。

(ⅲ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
見積り計算の複雑性、長期間を見積り期間として算出していること等による計算
の不確実性により、実際の費用発生額が見積りと異なる場合には、市場措置に関
する負債の追加計上又は取崩しが必要となる可能性があります。また、製品の欠
陥又は不具合によるリコール又は改善対策等が大規模な場合には、多額の費用負
担となり、市場措置に関する負債の追加計上が必要となる可能性があります。
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当連結会計年度
（百万円）

ロシア事業関連損失 8,220

（２）ロシア事業関連
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（ロシア事業関連損失の内容については、「8．連結損益計算書に関する注記　
（2）　ロシア事業関連損失」に記載のとおりとなります。）

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(ⅰ)　算出方法

2022年2月24日のロシア軍のウクライナ軍事侵攻を受けて、日本を含む複数の
国・地域によるロシアに対する経済制裁の発動されております。また、当社グル
ープにおいては、ロシアのウクライナ軍事侵攻により物流網などが混乱し、部品
供給が停止したため、ロシア国内の関係会社での生産を一時停止しております。
このようにロシアによるウクライナ軍事侵攻を発端とする地政学的な問題の当社
グループに対する影響を踏まえて、当社がロシア国内の関係会社に対して保有し
ている債権のうち、回収懸念が生じている債権額を見積っており、また、当社及
び連結子会社が保有している同国向けの棚卸資産のうち、収益性の低下が生じて
いる棚卸資産額を見積っております。

(ⅱ)　主要な仮定
ロシアによるウクライナ軍事侵攻を発端とする地政学的な問題の影響による生産
停止が少なくとも翌連結会計年度においても一定期間続くものと仮定して、回収
懸念の債権額、収益性の低下が生じている棚卸資産額を見積っております。

(ⅲ)　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
ロシアによるウクライナ軍事侵攻を発端とする地政学的な問題の影響について最
善の見積りを前提にしておりますが、この問題の影響は不確実要素が多く、今後
の状況変化に応じて、翌連結会計年度以降の当社グループの財政状態、経営成績
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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販売金融債権 92,389百万円
その他　(注) 1,973百万円

計 94,363百万円

短期借入金及び長期借入金(含む1年以内に返済予定) 80,293百万円
⑶　有形固定資産の減価償却累計額 904,758百万円

6．追加情報
(株式報酬制度)
当社は、2020年12月15日開催の報酬委員会での決議に基づき、当社の執行役及び執行
役員等（以下「執行役等」という。）へのインセンティブ・プランとして、信託を活用し
た株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。
⑴取引の概要
本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「本信託」という。）と称
される仕組みを採用しております。当社は、本信託を通じて、執行役等の役位及び業績目
標達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を執行役等に交付
又は給付いたします。
⑵信託に残存する当社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価
額は248百万円、株式数は1,137,650株であります。

7．連結貸借対照表に関する注記
⑴　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高

「受取手形、売掛金及び契約資産」のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産
の金額、流動負債の「その他」及び固定負債の「その他」のうち、契約負債の金額は、
「12．収益認識に関する注記　⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の
金額を理解するための情報」に記載しております。

⑵　担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

(注) 未収入金1,206百万円について、有限会社ムラタ・メディカルサービスとの間で締結した定期建物賃貸借
契約に基づく債務に対して質権を設定しております。

②　担保に係る債務
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①　保証債務
保証先
エムエムディー・オートモービル・ジーエムビーエイチ 2,911百万円
三菱商事株式会社 875百万円
ミツビシ・モーター・オートモービル・シュバイツ・エ
ージー

109百万円

エム・モーターズ・オートモービルズ・フランス・エ
ス・エー・エス

19百万円

従業員 160百万円
計 4,076百万円

②　売掛金債権流動化に伴う遡及義務 1,162百万円

⑷　保証債務等の残高
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普通株式 1,490,282,496株

8．連結損益計算書に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載し
ておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「12．収益認識に関する注記　
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

⑵　ロシア事業関連損失
2022年２月24日にロシア軍がウクライナに軍事侵攻し、これを受けて、日本を含む複
数の国・地域がロシアに対する経済制裁を発動しております。
当社グループでは、ロシア国内に所在する連結子会社及び持分法適用関連会社を通して
同国内における完成車の組み立て生産及び販売を行っておりますが、ロシアのウクライ
ナ軍事侵攻により物流網などが混乱し、部品供給が停滞したため、生産を一時停止して
おります。
その結果、当社は各社に対して保有している債権の一部に回収の懸念が生じており、ま
た、当社及び連結子会社が保有している棚卸資産の一部についても収益性の低下が生じ
ております。
このため、当該債権に対する貸倒引当金繰入額6,262百万円及び棚卸資産に係る収益性
の低下に基づく評価損1,958百万円をロシア事業関連損失8,220百万円として特別損失
に計上しております。

9．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
　　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの
　　該当事項はありません。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67,044株
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10．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定して行い、また、
必要な資金については主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、金利
変動リスクや為替変動リスク等を回避するために利用し、投機的な取引は行いませ
ん。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。当該リスクに関しては、当社グループ各社の与信管理規程に従い、取引先ごと
の期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制とし
ております。
また、外貨建て営業債権については、為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨
建て営業債務をネットした後のポジションの一部について先物為替予約等を利用しヘ
ッジしております。
投資有価証券は、その一部が市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支
払い期日であります。その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、外貨建て営業債権をネットした後のポジションの一部について先物
為替予約等を利用しヘッジしております。
借入金のうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。このうち
一部については、支払金利の変動リスクを回避するために、個別契約ごとにデリバテ
ィブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用することがあります。
また、当社グループ各社間における貸付金・借入金のうち、一部は為替変動リスクに
晒されておりますが、その一部に対して先物為替予約等をヘッジの手段として利用す
ることがあります。
デリバティブ取引の執行・管理については、信用リスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループ各社
では資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「⑵　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等
については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり
ません。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

百万円 百万円 百万円

①　販売金融債権 222,463 219,328 △3,135

②　投資有価証券

その他有価証券 978 978 －

資産計 223,442 220,307 △3,135

①　長期借入金 387,903 387,952 49

負債計 387,903 387,952 49

　　デリバティブ取引(＊) △1,086 △1,086 －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額97,454
百万円）は、「その他有価証券」に含めておりません。また、「現金及び預金」、「受
取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期
借入金」、「コマーシャル・ペーパー」及び「未払金及び未払費用」については、現金
であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省
略しております。

(＊)デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しております。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットうち、レベル1のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ
ルに時価を分類しております。
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　　　区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 978 － － 978

デリバティブ取引

　通貨関連 － 76 － 76

資産計 978 76 － 1,055

デリバティブ取引

　通貨関連 － 1,162 － 1,162

負債計 － 1,162 － 1,162

　　　区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

販売金融債権 － 219,328 － 219,328

資産計 － 219,328 － 219,328

長期借入金 － 387,952 － 387,952

負債計 － 387,952 － 387,952

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　　　投資有価証券

　　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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１株当たり純資産額 407円82銭
１株当たり当期純利益金額 49円76銭

　　　デリバティブ取引
　　　　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に

よっており、レベル２の時価に分類しております。
　　　販売金融債権
　　　　販売金融債権の時価については、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用

リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標
に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

　　　長期借入金
　　　　長期借入金の時価については、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を、

新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

11．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり情報の算定において、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式を自己
株式として処理していることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数
を控除しております。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は1,137,650株、
期中平均株式数は1,139,910株であります。
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自動車 金融 計

売上高

外部顧客に対する売上高

顧客との契約から生じる収益 2,002,817 17,288 2,020,106

その他の収益 505 18,297 18,802

計 2,003,322 35,586 2,038,909

日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 計

売上高
外部顧客に対する
売上高
顧客との契約から
生じる収益 375,521 396,902 257,683 482,776 254,590 252,631 2,020,106

その他の収益 18,418 293 － － 90 － 18,802

計 393,940 397,196 257,683 482,776 254,681 252,631 2,038,909

12．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

①　報告セグメントごとの売上高及び収益の分解情報
（単位：百万円）

②　外部顧客の所在地を基礎として区分した外部顧客に対する売上高及び収益の分解情報
（単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　（１）北　米・・・・・・米国、カナダ、メキシコ
　　　（２）欧　州・・・・・・ロシア、ドイツ、オランダ、スペイン、フランス
　　　（３）アジア・・・・・・インドネシア、タイ、フィリピン、ベトナム
　　　（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド
　　　（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.、ブラジル
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 日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 計

売上高

外部顧客に対する
売上高
顧客との契約から
生じる収益 736,742 391,033 211,883 414,421 254,590 11,435 2,020,106

その他の収益 18,418 293 － － 90 － 18,802

計 755,160 391,326 211,883 414,421 254,681 11,435 2,038,909

③　当社及び連結子会社の所在地を基礎として区分した売上高及び収益の分解情報
 （単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域
（１）北　米・・・・・・米国、メキシコ、プエルトリコ
（２）欧　州・・・・・・オランダ、ロシア
（３）アジア・・・・・・タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム
（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド
（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　⑷　会計方針に
関する事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載しております。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 150,780 110,284
契約資産 3,834 9,866
契約負債 15,087 19,637

当連結会計年度
１年以内 5,803
１年超 4,045

合計 9,848

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度に認識した収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた金額は11,327百万
円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって、実務
上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象
に含めておりません。当該履行義務は、主に自動車事業におけるアフターサービス及
び受託開発に関連するものであり、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益
の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

13．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 　 　 益
準 備 金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当年度期首残高 284,382 118,680 85,126 203,807 5,605 △215,176 △209,570 △1,659 276,959
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 △281 △281 △281

　会計方針の変更を反映
　した当年度期首残高

284,382 118,680 85,126 203,807 5,605 △215,457 △209,852 △1,659 276,678

当年度中の変動額

　　当期純利益 40,149 40,149 40,149

　　自己株式の取得 △0 △0

　　自己株式の処分 3 3

　　新株予約権の行使 △113 △113 273 160

　　株主資本以外の項目の
　　当年度中の変動額（純額）

当年度中の変動額合計 － － △113 △113 － 40,149 40,149 276 40,313

当年度期末残高 284,382 118,680 85,013 203,694 5,605 △175,308 △169,702 △1,382 316,991

評価・換算差額等
新株予約権 純資産

合　計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当年度期首残高 385 △437 △52 352 277,260
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 △281

　会計方針の変更を反映
　した当年度期首残高

385 △437 △52 352 276,978

当年度中の変動額

　　当期純利益 40,149

　　自己株式の取得 △0

　　自己株式の処分 3

　　新株予約権の行使 160

　　株主資本以外の項目の
　　当年度中の変動額（純額） 554 437 991 △157 834

当年度中の変動額合計 554 437 991 △157 41,147

当年度期末残高 939 － 939 195 318,125

株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、見積耐用年数を使用しており、主な耐用年数は以下の
とおりです。
建物・構築物
３年～60年
機械装置・車両運搬具
３年～23年
工具、器具及び備品
２年～20年
（少額減価償却資産）

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づく
３年均等償却を採用しております。
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②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし
た定額法を採用しており、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め
があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

④　長期前払費用
期間内均等償却を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　製品保証引当金
製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い過
去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しております。

③　燃費試験関連損失引当金
燃費試験に関連した損失に備えるため、当年度末において合理的に見積ることが可
能な金額を計上しております。

④　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により翌年度から費用処理することとしております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

⑷　収益及び費用の計上基準
自動車事業の主要な履行義務は車両及び部品販売となります。この車両及び部品販売に
おける履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）については、車両
引渡し等財又はサービスに対する支配が顧客に移転した時点で収益を認識しておりま
す。なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱い
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を適用し、出荷時から当該商品又は製品の支払いが顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、販売会社に対する
販売奨励金の支払いは、取引価格の算定における変動対価として考慮されることにな
り、財又はサービスに対する支配が移転した期間において、将来に支払うと見込まれた
販売奨励金の見積り額を売上高から控除しております。
製品の販売等に関連して提供している製品保証については、販売された製品が顧客との
間で合意された仕様に従っているという保証であるため、当該保証に関連する費用に対
して製品保証引当金を認識しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
為替予約

繰延ヘッジ処理（予定取引に係るもの）
⑹　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
⑺　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。
ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ
れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度
の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）
第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税
金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法
人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月
12日）を適用する予定であります。
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2．会計方針の変更に関する注記
　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。
これにより、顧客との契約において、従来は車両登録の時点で収益を認識していた取引の
一部については、販売会社において財又はサービスに対する支配が顧客へ移転した時点に
おいて収益を認識しております。
また、販売会社に対する販売奨励金の支払いは、取引価格の算定における変動対価として
考慮されることになり、財又はサービスに対する支配が販売会社へ移転した会計期間にお
いて、将来に支払うと見込まれる販売奨励金の見積り額を売上高から控除しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当年度の損益計算書は、売上高
が10,987百万円減少、売上原価が1,268百万円増加、販売費及び一般管理費が12,031百
万円減少、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ225百万円減少しており
ます。
当年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の
利益剰余金の期首残高が281百万円減少しております。
なお、当年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微で
あります。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用しております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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３．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、有形固定資産の減価償却方法について、一部の有形固定資産について定率法を採用
していましたが、当年度より定額法に変更しております。
当社では、ルノーS.A及び日産自動車株式会社と戦略的アライアンスを締結し、グローバ
ルレベルでの生産体制の強化・最適化を図っております。また、アライアンスにおいて新
技術の開発分担、車両プラットフォームの共通化、購買機能や生産拠点の共用等を推し進
めております。
このような環境の中で、2020年７月の新中期経営計画の策定立案を契機として、2021
年度から構造改革のため国内工場の生産集約を実施しております。当社の有形固定資産の
使用実態及び設備投資の内容を検討した結果、安定的な生産により有形固定資産の平準化
された稼働が見込まれることから、耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法を採用
することが期間損益計算をより適切に行う方法であると判断しました。
さらに、減価償却方法の変更にあわせて有形固定資産の使用見込期間の再検討を行った結
果、一部の機械装置については、より実態に即した経済的使用可能予測に基づく耐用年数
に変更しております。また、耐用年数経過後の有形固定資産について除却時点の価値を検
討した結果、一部の有形固定資産の残存価額を備忘価額の１円に変更しております。
以上の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当年度の営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益がそれぞれ14,877百万円増加しております。

４．表示方法の変更に関する注記
(貸借対照表)
前年度において流動負債に区分掲記しておりました「燃費試験関連損失引当金」（前年度
1,066百万円）及び固定負債に区分掲記しておりました「長期未払金」（前年度1,092百
万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当年度より「その他」に含めて表示してお
ります。なお、流動負債の「その他」に含めた「燃費試験関連損失引当金」は595百万
円、固定負債の「その他」に含めた「長期未払金」は74百万円であります。
(損益計算書)
前年度において特別利益の「その他」に含めておりました「関係会社出資金売却益」（前
年度889百万円）及び特別損失の「その他」に含めておりました「関係会社出資金評価
損」（前年度2,706百万円）は、金額的重要性が増したため、当年度より区分掲記してお
ります。
前年度において特別損失に区分掲記しておりました「減損損失」（前年度107,619百万
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当年度より特別損失の「その他」に含めて表
示しております。なお、「その他」に含めた「減損損失」は402百万円であります。
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当年度
（百万円）

市場措置に関する負債 34,369

当年度
（百万円）

ロシア事業関連損失 6,491

　未収入金(注) 1,206百万円

５．会計上の見積りに関する注記
　(1)　市場措置に関する負債
　　　①　当年度の計算書類に計上した金額

（貸借対照表の未払金に含まれております。）
　　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表　5．会計上の見積りに関する注記　(1)市場措置に関する負債　②識別
した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載して
おりますので、注記を省略しております。

　(2)　ロシア事業関連
　　　①　当年度の計算書類に計上した金額

（ロシア事業関連損失の内容については、「８．損益計算書に関する注記　(3)ロシ
ア事業関連損失」に記載のとおりであります。）

　　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　5．会計上の見積りに関する注記　(2)ロシア事業関連　②識別した項
目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しておりま
すので、注記を省略しております。

６．追加情報
(株式報酬制度)
当社の執行役及び執行役員等に対する株式報酬制度に関する注記については、「連結注
記表　6．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

７．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

(注) 有限会社ムラタ・メディカルサービスとの間で締結した定期建物賃貸借契約に基づく債務に対し
て質権を設定しております。
なお、当社において担保に係る債務はありません。
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 568,735百万円

エムエムディー・オートモービル・ジーエムビーエイチ 2,911百万円
三菱商事株式会社 875百万円
ミツビシ・モーター・オートモービル・シュバイツ・エ
ージー

109百万円

エム・モーターズ・オートモービルズ・フランス・エ
ス・エー・エス 19百万円

従業員 159百万円
計 4,075百万円

②　売掛金債権流動化に伴う遡及義務 1,162百万円

短期金銭債権 198,538百万円
短期金銭債務 151,508百万円
長期金銭債務 404百万円

売上高 1,387,078百万円
仕入高 732,810百万円
営業取引以外の取引高 12,086百万円

⑵　研究開発費の総額 90,624百万円

⑶　保証債務等の残高
①　保証債務

保証先

⑷　関係会社に対する金銭債権債務

８．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑶　ロシア事業関連損失
2022年２月24日にロシア軍がウクライナに軍事侵攻し、これを受けて、日本を含む複
数の国・地域がロシアに対する経済制裁を発動しております。
当社では、ロシア国内に所在する連結子会社及び持分法適用関連会社を通して同国内に
おける完成車の組み立て生産及び販売を行っておりますが、ロシアのウクライナ軍事侵
攻により物流網などが混乱し、部品供給が停滞したため、生産を一時停止しておりま
す。
その結果、当社は各社に対して保有している債権の一部に回収の懸念が生じており、ま
た、当社が保有している棚卸資産の一部についても収益性の低下が生じております。
このため、当該債権に対する貸倒引当金繰入額6,262百万円及び棚卸資産に係る収益性
の低下に基づく評価損229百万円をロシア事業関連損失6,491百万円として特別損失に
計上しております。
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普通株式 2,430,162株

税務上の繰越欠損金
貸倒引当金損金算入限度超過額
退職給付引当金損金算入限度超過額
関係会社株式等評価損否認

270,924百万円
2,828百万円

17,630百万円
119,593百万円

市場措置に関する負債
製品保証引当金
繰越外国税額控除
固定資産（含む減損損失）

9,583百万円
8,760百万円
8,687百万円

34,300百万円
その他 21,994百万円
繰延税金資産小計 494,303百万円
評価性引当額 △492,945百万円
繰延税金資産合計 1,357百万円

その他有価証券評価差額金 △407百万円
その他 △1,971百万円
繰延税金負債合計 △2,379百万円
繰延税金負債の純額 △1,021百万円

９．株主資本等変動計算書に関する注記
　当年度末における自己株式の種類及び株式数

　（注）当年度末の自己株式の株式数には、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式
　　　　1,137,650株が含まれております。

１０．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

（表示方法の変更）
前年度において「繰延税金資産その他」に含めておりました「固定資産（含む減損損
失）」（前年度43,755百万円）は、質的重要性を考慮し、当年度より区分掲記してお
ります。
前年度において区分掲記しておりました「燃費試験関連損失引当金」（当年度180百
万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当年度より「繰延税金資産その他」に
含めて表示しております。
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属 性 会社等の名称 議決権等の被所
有 割 合 （ ％ ） 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社 日産自動車(株) 直接  34.02

役員の兼任、
技術資源の相互共
有等及び製品等の
相互販売

部品の購入
（注）２ 134,645

電子記録債務 27,596

買 掛 金 16,071

その他の
関係会社 三菱商事(株) 直接  20.01 製品等の販売及

び原材料の購入
製品等の販売

（注）１ 230,470 売 掛 金 7,836

属 性 会社等の名称 議 決 権 等 の
所有割合（％） 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社

ミツビシ・モータ
ーズ（タイラン
ド）・カンパニ
ー・リミテッド

直接  100.0 製品等の販売及
び製品等の購入

製品等の購入
（注）３ 471,324 買 掛 金 55,810

製品等の販売
（注）１ 33,789 売 掛 金 11,090

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・ヨーロッ
パ・ビー・ブイ

直接  100.0 製品等の販売

製品等の販売
（注）１ 143,810 売 掛 金 14,340

増資の引受
(注）４ 6,186

短期貸付金 -
資金の貸付 7,842

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・ノースアメ
リカ・インク

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 213,819 売 掛 金 33,320

子会社
ミツビシ・モータ
ー・セールス・オ
ブ・カナダ・イン
ク

間接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 54,049 売 掛 金 11,638

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・オーストラ
リア・リミテッド

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 167,235 売 掛 金 24,649

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・ニュージー
ランド・リミテッ
ド

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 61,399 売 掛 金 12,193

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・デ・メヒ
コ・エスエー・
デ・シーブイ

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 31,123 売 掛 金 10,093

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・フィリピン
ズ・コーポレーシ
ョン

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 43,742 売 掛 金 18,189

１１．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

⑵　子会社及び関連会社
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個別注記表

子会社 三菱自動車ファ
イナンス(株) 直接  100.0 当社製品の販売

金融の為の貸付 資金の回収 13,500 短期貸付金 8,500

関連会社 (株)NMKV 直接    50.0 共同研究開発
ライセンス料
の支払

（注）５
4,547 未 払 金 10,755

関連会社 ジヤトコ(株) 直接  15.04 部品の購入 部品の購入
（注）２ 44,142

電 子 記 録 債 務 11,036

買 掛 金 3,575

１株当たり純資産額 213円68銭
１株当たり当期純利益金額 26円99銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１　製品等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案し、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）２　部品の購入価格については、提示された見積原価、現行部品の価格及び各部品の市場価格から算定した価格を

基に、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）３　製品等の購入価格については、提示された見積原価、現行製品等の価格及び各製品等の市場価格から算定した

価格を基に、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）４　増資の引受については、デット・エクイティ・スワップの方法により行っております。
（注）５　価格等の取引条件については、一般的な取引条件を参考にして、当事者間で協議のうえ決定しております。

１２．１株当たり情報に関する注記

（注)１株当たり情報の算定において、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式を自
己株式として処理していることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式
数を控除しております。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は1,137,650
株、期中平均株式数は1,139,910株であります。

１３．収益認識に関する注記
(顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報)
「連結注記表　12．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、
注記を省略しております。

１４．重要な後発事象に関する注記
 該当事項はありません。
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